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平成２６年１２月４日判決言渡  

平成２５年（ネ）第１０１０３号 特許権侵害差止等請求控訴事件 

平成２６年（ネ）第１００２０号 同附帯控訴事件 

（原審 東京地方裁判所平成２２年（ワ）第１７８１０号） 

口頭弁論終結日 平成２６年９月１１日 

判 決 

 

控訴人兼附帯被控訴人 東都フォルダー工業株式会社 

 （以下「控訴人」という。） 

 

訴 訟 代 理 人 弁 護 士 湊 谷 秀 光 

訴 訟 復 代 理 人 弁 護 士 金 山 裕 亮 

訴 訟 代 理 人 弁 理 士 井 澤  幹 

補 佐 人 弁 理 士 井 澤  洵 

同 茂 木 康 彦 

同 三 谷 祥 子 

 

被控訴人兼附帯控訴人 イ エ ン セ ン  デ ン マ ー ク 

 ア ク テ ィ ー ゼ ル ス カ ブ 

 （以下「被控訴人イエンセン」という。） 

 

 

被控訴人兼附帯控訴人 株 式 会 社 プ レ ッ ク ス 

 （以下「被控訴人プレックス」という。） 

 

上記２名訴訟代理人弁護士 大 場 正 成 
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同 近 藤 祐 史 

同 小 林  豪 

上記２名訴訟代理人弁理士 藤 谷 史 朗 

主 文 

１ 本件控訴について 

 原判決主文第２項及び第３項のうち被控訴人プレックスの請求に係る部分

を次のとおり変更する。 

ア 控訴人は，被控訴人プレックスに対し，２億３６９３万７５０７円及び

うち８７５０万円に対する平成２２年５月２８日から，うち１億４９４３

万７５０７円に対する平成２４年４月１７日から，各支払済みまで年５分

の割合による金員を支払え。 

イ 被控訴人プレックスのその余の請求を棄却する。 

 民事訴訟法２６０条２項の申立てについて 

ア 被控訴人プレックスは，控訴人に対し，３２１万９５７３円及びこれに

対する平成２５年１０月４日から返還済みまで年５分の割合による金員を

支払え。 

イ 控訴人の被控訴人プレックスに対するその余の金銭支払請求を棄却する。 

２ 本件附帯控訴について 

 当審における拡張請求に係る部分を除く被控訴人イエンセンの本件附帯控

訴を棄却する。 

 当審における拡張請求について 

ア 控訴人は，被控訴人イエンセンに対し，９７５万円及びこれに対する平

成２５年１月２９日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

イ 控訴人は，被控訴人プレックスに対し，９０６１万９４５８円及びこれ

に対する平成２５年１月２９日から支払済みまで年５分の割合による金員

を支払え。 
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ウ 被控訴人らのその余の拡張請求をいずれも棄却する。 

３ 訴訟費用（控訴費用，附帯控訴費用及び第１ を含

む。）は，これを５０分し，その４３を控訴人の負担とし，その余は被控訴人

らの負担とする。 

４ この判決は，第１項 ア並びに第２項 ア及びイに限り，仮に執行すること

ができる。 

５ 被控訴人イエンセンに対し，この判決に対する上告及び上告受理申立てのた

めの付加期間を３０日と定める。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴の趣旨及び附帯控訴の趣旨 

１ 控訴の趣旨 

 原判決中控訴人敗訴部分を取り消す。 

 上記取消部分につき，被控訴人らの請求をいずれも棄却する。 

 （民事訴訟法２６０条２項の申立て） 

ア 被控訴人イエンセンは，控訴人に対し，４１９９万４５９９円及びこれ

に対する平成２５年１０月４日から返還済みまで年５分の割合による金員

を支払え。 

イ 被控訴人プレックスは，控訴人に対し，２億６５７６万５７５３円及び

これに対する平成２５年１０月４日から返還済みまで年５分の割合による

金員を支払え。 

２ 附帯控訴の趣旨 

 被控訴人イエンセン 

ア 原判決主文第１項を次のとおり変更する。 

イ 控訴人は，被控訴人イエンセンに対し，４６１５万円及びうち１６２５

万円に対する平成２２年５月２８日から，うち２９９０万円に対する平成

２４年４月１７日から，各支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 
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 被控訴人ら（当審において請求の拡張） 

ア 控訴人は，被控訴人イエンセンに対し，１６９０万円及びこれに対する

平成２５年１月２９日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

イ 控訴人は，被控訴人プレックスに対し，９９１０万６２２８円及びこれ

に対する平成２５年１月２９日から支払済みまで年５分の割合による金員

を支払え。 

第２ 事案の概要 

１ 本件は，発明の名称を「アイロンローラなどの洗濯処理ユニットへフラット

ワーク物品を供給するための装置」とする特許（特許番号 特許第２６９０２

５６号。以下「本件特許」という。なお，平成２５年１月２８日に特許期間が

満了した。）の特許権者であった被控訴人イエンセン及びその専用実施権者で

あった被控訴人プレックスが，控訴人の製造販売する原判決別紙物件目録

（１）ないし（３）記載の布類展張搬送機（以下，順次「控訴人製品１」ない

し「控訴人製品３」といい，これらを併せて「控訴人製品」という。）が本件

特許に係る特許権（以下「本件特許権」という。）を侵害すると主張して，控

訴人に対し，平成２０年１２月から平成２４年２月末日までの控訴人製品の販

売による逸失利益相当額の損害賠償として，被控訴人イエンセンは９２３０万

円及び遅延損害金の支払を，被控訴人プレックスは２億７０１５万１２０８円

及び遅延損害金の支払を，それぞれ請求する事案である。 

  原審は，控訴人製品がいずれも本件特許権を侵害すると認め，被控訴人イエ

ンセンについては，民法７０９条に基づき，３７７０万円及びうち１６２５万

円に対する訴状送達の日の翌日である平成２２年５月２８日から，うち２１４

５万円に対する訴え変更申立書が陳述された日の翌日である平成２４年４月１

７日から各支払済みまで年５分の割合による遅延損害金の支払を，被控訴人プ

レックスについては，民法７０９条，特許法１０２条１項に基づき，２億３９

９３万７５０７円及びうち８７５０万円に対する訴状送達の日の翌日である平
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成２２年５月２８日から，うち１億５２４３万７５０７円に対する訴え変更申

立書が陳述された日の翌日である平成２４年４月１７日から，各支払済みまで

年５分の割合による遅延損害金の支払を，それぞれ求める限度で被控訴人らの

請求を認容し，被控訴人らのその余の請求をいずれも棄却した。 

  控訴人は，原判決が請求を一部認容した部分を不服として控訴するとともに，

民事訴訟法２６０条２項に基づき，原判決の仮執行宣言に基づき給付したもの

の返還を求める申立てをし，被控訴人イエンセンは，原判決が控訴人製品の海

外販売分に係る同人の損害賠償請求を棄却した部分について附帯控訴した。さ

らに，被控訴人らは，附帯控訴により当審において請求を拡張し，平成２４年

３月から特許期間満了日である平成２５年１月２８日までの控訴人製品の販売

による逸失利益相当額の損害賠償として，被控訴人イエンセンが１６９０万円，

被控訴人プレックスが９９１０万６２２８円，及びこれらに対する同月２９日

から支払済みまで年５分の割合による遅延損害金の支払を，それぞれ求めた。 

２ 前提となる事実，争点，争点に関する当事者の主張は，原判決を次のとおり

補正し，当審における当事者の主張を後記第３のとおり付加するほか，原判決

の「事実及び理由」第２の２及び３並びに第３に記載のとおりであるから，こ

れを引用する。 

 原判決４頁６行目の「６月２７日」を「８月２９日」と改める。 

 原判決７頁１８行目の「アイアンローラ」を「アイロンローラ」と改める。 

 原判決１０頁１６行目の「相当するか」の次に「，及び，投入クランプ取

り付けベース１２ｂに付着した投入クランプ１１が「昇降移動自在のスライ

ド（１６）の一対のクランプ（１７，１８）」に相当するか」を加える。 

 原判決１１頁８行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 

 仮執行宣言の付された原判決認容額の支払 

控訴人は，原判決に基づき，仮執行宣言による執行を免れるため，平成

２５年１０月３日，次のとおりの支払をした。 
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ア 被控訴人イエンセンに対し，４１９９万４５９９円 

イ 被控訴人プレックスに対し，２億６５７６万５７５３円 

  なお，上記金額は，いずれも平成２５年１０月３日までの遅延損害金を

加えたものである。」 

 原判決１２頁１０行目の「移動できる」を「移動することができ」と改め

る。 

 原判決１７頁２１行目の「被告製品は」を削る。 

 原判決１８頁１８行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 

「 なお，控訴人は，本件特許のパリ条約による優先権主張の基礎となるデン

マーク国特許出願０１０６／９２号の明細書（以下「基礎明細書」とい

う。）には，中央展開方式以外の展開方式は開示されていないと主張するが，

上記のとおり，キャリッジがどのような移動経路をたどるかは本件発明の構

成要件に含まれていないから，基礎明細書にそれ以外の展開方式についての

説明がないとしても不思議ではない。」 

 原判決１９頁２４行目の「向かって」の次に「共に」を，同行目の「請求

項１」の次に「記載」を，それぞれ加える。 

 原判決２０頁２１行目の「この引用した」から同頁２２行目の「違うとい

う解釈となるのか，」までを，「これと控訴人製品の展開方式とが異なると

いう解釈となるのか，」と改める。 

 原判決２１頁１９行目の「カーテン展開方式」の次に「（控訴人が主張す

以下「カ

ーテン展開方式」ということがある。）」を加え，同頁２２行目の「両端」

を「展張レールのいずれかの端部」と改める。 

 原判決２２頁５行目の「カーテン方式」を「カーテン展開方式」と改める。 

 原判決２３頁１０行目の「改正前のもの」の次に「。以下，同じ。」を加

える。 
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 原判決２４頁７行目の「本件特許発明」を「本件発明」と改める。 

 原判決２６頁１８行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 

「カ 基礎明細書の記載 

  基礎明細書には，請求項１に「キャリッジ対のキャリッジを運搬ベルト

の前面端のほぼ中心の点から延長線上にある位置へと離間させるように設

計されている。ここでクリップは，運搬ベルトの前面端の中心に対して対

称的にあり，」と記載され，明細書に「始動信号が出ると，キャリッジを

任意の出発位置から動かして３個ある挿入ステーション１４の１個の前に

持って行くことができるようになっている。またキャリッジを一緒に集め

てレール７の中心に持って行くことができるようにもなっている。最後に，

キャリッジをレールの中心からお互いに対称的になるように動かすことが

できるようにもなっている。」と記載されており，中央展開方式以外の展

開方式は開示されていない。それにもかかわらず，本件発明においてカー

テン展開方式が技術的範囲に属するとするのは不合理である。」 

 原判決２９頁１０行目の「特許法」を「旧特許法」と改める。 

 原判決３０頁１４行目の「ブラウン・アルファ」を「ブラウン社製スプレ

ッダーフィーダー機「ブラウン・アルファ４ＳＳＦ」（以下「ブラウン・ア

ルファ」という。）」と改める。 

 原判決３３頁１３行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 

「 さらに，本件発明は，本件特許の優先日当時の無数の公知技術の中からブ

ラウン社製スプレッダーフィーダー機「ＭＰ４ＳＳＦ」（以下「ＭＰ４ＳＳ

Ｆ」という。）のレールの構成とほぼ同じ構成を選択したものにすぎず，仮

に「周回」する方式が公知技術であったとしても，本件明細書に記載がない

以上はこれを選択しなかったというべきであり，にもかかわらず「周回」す

る方式が本件発明の技術的範囲に含まれるというのは不合理である。」 

 原判決３３頁１８行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 
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「オ 基礎明細書にも，「スライドは上方向に動き，クリップ対１７，１８が

クリップ１０，１１を通過し，洗濯物の角がつかまれる。スライドはすぐ

に元に戻され，」「スライドはクリップ１０の前を通過して走行し，洗濯

物がクリップ１７から引き出され，…スライドはクリップ１０の前を通過

して元に戻る。」と記載されており，「周回」する装置に言及した記載は

一切ない。」 

 原判決３３頁２６行目冒頭に「ア」を加え，同３４頁８行目末尾に，改行

の上，次のとおり加える。 

「イ 「昇降移動自在のスライド（１６）の一対のクランプ（１７，１８）に

挿入され」における「スライド」が，レール手段に沿ってスムーズに昇降

移動する移動体を指すことは，構成要件Ｋ及びＬ並びに本件明細書の記載

から明らかである。フラットワーク物品がレール手段に沿って移動するこ

とを要求するのは，スライドが一定の軌道に沿って移動して正確に所定の

位置で延伸装置のキャリッジのクランプに受け渡しできるようにするもの

である。スライドがレールに沿って移動することは，それをコンピュータ

ー制御でコントロールするためにも必要である。」 

 原判決３６頁２２行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 

「エ 控訴人は，投入クランプ取り付けベース１２ｂが「スライド」に該当し

ないと主張する。しかしながら，「レール手段に沿って」スライドが昇降

走行することが重要なのであるから，「何かに接触して移動しなければス

ライドでない」という控訴人の主張は成り立たない。 

   また，仮に，「何かに接触して移動しなければスライドでない」と解し

たとしても，投入クランプ取り付けベース１２ｂは，車輪１２ｇを通じて

溝付き部材１２ａに接触しながら移動しているのであるから，やはり「ス

ライド」に該当する。」 

 原判決３７頁１６行目冒頭の「イ」を削り，同頁１９行目の「本件特許発
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明」を「本件発明」と改め，同頁２０行目末尾に，改行の上，次のとおり加

える。 

「イ 「昇降移動自在のスライド（１６）の一対のクランプ（１７，１８）」

の意味につき，一対のクランプはスライド（１６）を介してレール手段に

沿って滑るものであると解される。」 

 原判決３７頁２１行目末尾に「（「昇降手段のレール手段（１５）」の存

否について）」を加える。 

 原判決３９頁６，７行目の「投入クランプ防止カバー」を「投入クランプ

脱落防止カバー」と，同頁１４行目の「隙間部材」を「溝付き部材」と，そ

れぞれ改める。 

 原判決３９頁１７行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 

 本件発明と控訴人製品との対比（「昇降移動自在のスライド（１６）の

一対のクランプ（１７，１８）」の存否について） 

  控訴人製品においては，投入クランプは投入クランプ取り付けベースに

取り付けられる。そして，この投入クランプ取り付けベースは，チェーン

との連結部材に密着しており，周回運動するチェーンの動きに伴い，チェ

ーンの旋回外周に沿う楕円軌道を周回するものの，チェーンの運動範囲を

確保する溝などの他の部材と擦れ合うことはなく，滑り運動，すなわち

「スライド」運動を行わない。 

  よって，投入クランプ取り付けベースは「昇降移動自在のスライド（１

６）」とは異なるから，控訴人製品は「昇降移動自在のスライド（１６）

の一対のクランプ（１７，１８）」を欠き，構成要件Ｋを充足しない。」 

 原判決４０頁１６行目の「従前の販売台数」の次に「についての自白」を

加える。 

 原判決４１頁１８行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 

「ウ 仮に，被控訴人イエンセンの損害について，特許法１０２条３項ではな
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く民法７０９条によるべきであるとしても，控訴人が海外向けに販売した

控訴人製品について，被控訴人プレックスとの関係で損害額算定の基礎と

するのであれば，被控訴人イエンセンとの関係でも損害額算定の基礎とす

るべきである。 

  これに対し，海外向け販売分について，被控訴人イエンセンとの関係で

は相当因果関係がないとして損害額算定の基礎としないのは，控訴人の侵

害行為がなければ被控訴人プレックスが販売できたであろう台数について，

同一手続にある被控訴人らのそれぞれに対する関係で異なる認定をするこ

とになり，極めて不自然であるし，独占的通常実施権を設定した特許権者

について，特許法１０２条３項に基づく請求が認められることとのバラン

スを欠く。また，海外の具体的な競合関係の立証を求めることは，実質的

な妥当性も欠いている。 

  むしろ，特許法１０２条が実現しようとした趣旨は，専用実施権を設定

した特許権者についても同様に当てはまるものであり，その請求について

同条３項に基づく請求を否定するとしても，特許権者が民法７０９条によ

って約定実施料の賠償請求を行う場合には，専用実施権者に対する推定等

を反映して，侵害行為と特許権者の損害との間の相当因果関係は問題とさ

れることはないというべきである。」 

 原判決４３頁５行目の「トーカイ系列以下」を「トーカイ系列以外」と，

同頁１３行目の「工場所在」を「工場所在地」と，それぞれ改め，同頁１７

行目の「フラットワーク」の次に「物品」を加える。 

 原判決４３頁２２行目末尾に，改行の上，次のとおり加え，同頁２３行目

冒頭の「エ」を「オ」と改める。 

「エ 「単位数量当たりの利益の額」を算定する際に控除されるべき費用につ

いて 

  控訴人の主張する費用の控除はいずれも争う。 
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 運賃荷造費について 

  計算鑑定書の「他経費」に含まれる。 

 販売促進費，直接販売費，交際費及び広告宣伝費について 

  被控訴人製品の販売は，特定の販売店や商社に売り渡し，販売店や商

社がユーザーに売り渡す取引形態であり，被控訴人プレックスとしての

販売促進費や，手数料・仲介料などの直接販売費，具体的販売に当たっ

ての交際費は発生していない。また，一般的な製品の広告は行っている

ものの，これに係る費用は個々の販売毎に発生する変動経費には該当し

ないし，具体的販売においては広告宣伝費は発生していない。 

 従業員教育費について 

  被控訴人プレックスは，被控訴人製品の製造を外部の製造者に発注し

ており，具体的販売は特定の販売店や商社への販売であるから，その製

造販売のための従業員教育費は発生していない。 

 金型費，消耗品費及び消耗工具費について 

  被控訴人製品の製造に必要な金型は，外部の製造者の負担となってお

り，被控訴人プレックスは金型の支給も貸与もしていない。消耗品費や

消耗工具費も，材料費や外注費に含まれており，被控訴人プレックスが

さらに負担すべき理由はない。 

 納品先での組立て，試運転，点検のための労務費について 

  これらは全て，計算鑑定書の「労務費」に含まれる。 

 ＣＥマーク取得費用を含む輸出に要する一切の費用について 

  ＣＥマークについては，欧州連合地域向けの受注があれば取得するこ

とに問題はない。その費用は２００ないし３００万円を要するのが全て

であるが，販売毎に発生する費用ではないから，控除する理由はな

い。」 

 原判決４４頁５行目末尾に，改行の上，次のとおり加え，同頁８行目冒頭
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の「オ」を「カ」と改める。 

「 また，控訴人は，先行技術との比較において本件発明が優越する点の価値

判断を行って本件特許の対象を限定しようとするが，このような解釈が適切

ではないことは論を俟たない。」 

 原判決４６頁８行目の「カーテン方式」を「カーテン展開方式」と改める。 

 原判決４７頁２２行目末尾に，改行の上，次のとおり加え，同頁２３行目

冒頭に「次に，」を加える。 

「 被控訴人プレックスに，実際の販売実績に加え，これとほぼ同じ台数の被

控訴人製品の製造販売能力があったと考えることは合理的ではなく，特別の

資本投下がない限り，被控訴人プレックスには，控訴人による控訴人製品の

販売台数に相当する台数の被控訴人製品を製造し販売する能力はない。よっ

て，控訴人による控訴人製品の販売台数の全てについて，「販売することが

できないとする事情」が存在するから，被控訴人プレックスに損害は発生し

ない。」 

 原判決４８頁１５行目の「損害は発生していない。」を「損害は発生して

おらず，また，少なくとも，控訴人製品の販売台数のうち５０％については，

「販売することができないとする事情」があったから，損害額から控除され

るべきである。」と改める。 

 原判決４８頁１９行目末尾に，次のとおり加える。 

「また，被控訴人プレックスは，被控訴人イエンセンとの間の専用実施権設定

契約において，許諾された発明を日本国外で実施することを禁じられており，

被控訴人イエンセンからかかる実施の許可を得た事実はなく，許諾された発

明を使用したフィーダーを日本国外で販売した事実も主張されていない。」 

 原判決５０頁２０行目の「適用されてはならない。」を「適用されてはな

らず，また，同月以前の控訴人製品１の販売台数２８台のうち，少なくとも

１４台分については，「販売することができないとする事情」があったから，
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損害額から控除されるべきである。」と改める。 

 原判決５１頁２０行目冒頭から同５２頁４行目末尾までを，次のとおり改

める。 

「  被控訴人製品の製造販売に係る運賃荷造費，販売促進費，直接販売費，

広告宣伝費，交際費及び従業員教育費は，被控訴人プレックスの平成２１

年３月期から平成２４年３月期までの年平均売上げ１３億０３０２万円に

対して被控訴人製品の売上げが占める割合を３３．３３％とし，同社が平

成２０年１２月から平成２４年２月までの約３年間に被控訴人製品を７４

台販売していることを踏まえて，下記ａないしｆのとおり計算され，その

合計額は，被控訴人製品１台当たり５４万４０４４円である。 

  また，被控訴人製品の製造に係る金型費，納品先での組立て，試運転，

点検のための労務費，消耗品費及び消耗工具費，ＣＥマーク取得費用を含

む輸出に要する一切の費用は，下記ｇないしｊのとおりであり，被控訴人

製品１台当たり合計５０万円を下らない。 

  これらの費用は，被控訴人製品の販売に係る「単位数量当たりの利益の

額」から控除されなければならない。 

ａ 運賃荷造費 

  荷造運賃は，販売台数が増えれば増加する経費であるから，原価とし

て計算されなければならない。そして，被控訴人製品の売上げに対する

運賃荷造費の平均割合を１．００％として，被控訴人製品１台当たりの

運賃荷造費は，次のとおり，１７万６０６６円となる。 

 1,303,020,000×0.3333×0.01＝4,342,965 

 4,342,965÷(74÷3)＝176,066 

ｂ 販売促進費 

  製品を販売するために，相当額の費用をかけて販売促進活動を行うこ

とは当然のことであり，一般に，販売台数と販売促進費とは正の相関関
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係があると考えられるから，販売促進費は利益から控除されるべきであ

る。そして，被控訴人製品の売上げに対する販売促進費の平均割合を０．

６２％として，被控訴人製品１台当たりの販売促進費は，次のとおり，

１０万９１６１円となる。 

 1,303,020,000×0.3333×0.0062＝2,692,638 

 2,692,638÷(74÷3)＝109,161 

ｃ 直接販売費 

  被控訴人プレックスは，スプレッダーその他，リネンサプライ・クリ

ーニング関連の省力機器の製造販売を行う会社であり，直接販売費が

個々の製品毎に区分できないとしても，販売に必要な費目であることは

明らかである。ここに直接販売費とは，販売手数料，すなわち，一般に

商品・製品の販売やサービスの提供に関して，あらかじめ定められた契

約等に基づいて，取引数量又は金額などに応じて代理店などの販売受託

者，仲介人などに支払われる手数料・仲介料その他の費用を管理するた

めの勘定科目であり，製造販売量の増加に伴って増加する。 

  そして，計算鑑定書によれば，その割合は売上げの０．５ないし０．

９％であるから，これを０．９％として計算すると，被控訴人製品１台

当たりの直接販売費は，次のとおり，１５万８４５９円となる。 

 1,303,020,000×0.009＝11,727,180 

 11,727,180×0.3333÷(74÷3)＝158,459 

ｄ 広告宣伝費 

  被控訴人製品の売上げに対する広告宣伝費の平均割合を０．３１％と

して，被控訴人製品１台当たりの広告宣伝費は，次のとおり，５万４５

８０円となる。 

 1,303,020,000×0.3333×0.0031＝1,346,319 

 1,346,319÷(74÷3)＝54,580 
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ｅ 交際費 

  交際費は，販売先との商談等に際して生じるものであるから売上げと

の相関があり，被控訴人製品の売上げに対する交際費の平均割合を０．

２０％として，被控訴人製品 1台当たりの交際費は，次のとおり，３万

５２１３円となる。 

 1,303,020,000×0.3333×0.002＝868,593 

 868,593÷(74÷3)＝35,213 

ｆ 従業員教育費 

  被控訴人プレックスの平成２０年１２月から平成２４年２月までの間

の被控訴人製品の販売台数は７４台であるのに対し，控訴人による同時

期における控訴人製品の販売台数は ７１台である。 

  そうすると，被控訴人プレックスが，実際の販売台数の２倍の被控訴

人製品を製造販売するためには，新たに従業員を採用することが必要で

あり，その従業員教育費は，被控訴人プレックスの売上げに対する平均

割合を０．０２％として（専ら被控訴人製品の製造販売に割り当てられ

る。），次のとおり，被控訴人製品１台当たり１万０５６５円となる。 

 1,303,020,000×0.0002＝260,604 

 260,604÷(74÷3)＝10,565 

ｇ 金型費 

  金型は消耗品であり，一定数量の製造を行うと摩耗等することから，

修理あるいは作り替えが必要となる。したがって，金型製造費は原価と

して計算され，利益額から控除されなければならない。 

ｈ 納品先での組立て，試運転，点検のための労務費 

  被控訴人製品の納品先での組立て，試運転，点検等のための労務費及

びこれに伴う諸費用は，販売台数が増えればその増加に伴って増額する

ものであるから，利益額から控除されるべきである。 
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ｉ 消耗品費及び消耗工具費 

  消耗品費及び消耗工具費は，製造販売台数が増えれば当然に増えるこ

とが推測される費目であるから，利益額から控除されるべきである。 

ｊ ＣＥマーク取得費用を含む輸出に要する一切の費用 

  製品を輸出するためには，輸出に特有の費用が必要である。また，欧

州連合地域及びその近隣国の一部（以下「欧州連合地域等」という。）

に輸出するためには，ＣＥマークの取得が必要であり，取得には相当額

の費用を要する。よって，かかる費用は，利益額から控除されるべきで

ある。」 

 原判決５４頁１行目の「本件発明は，」から同頁５行目末尾までを，次の

とおり改める。 

「 本件発明は，大型の洗濯物を作業の容易な低い位置でクランプに挟み込ん

で高い位置に機械的に上げることで，作業効率を高めることを目的としてお

り，このような目的は控訴人製品では投入ステーション部分（投入装置１）

において実現されるから，本件発明は同部分に限定されるべきである。 

  また，本件特許の優先日当時の公知技術を見るに，ＡＭＫＯ社製スプレッ

ダーフィーダー機「ＴＲＩＯＦＥＥＤ ＳＵＰＥＲ」は，シーツ類を掴ませ

機械に投入するためのクランプが三対配置され，左右両側のクランプの展開

動作の軌道と中央のクランプの展開動作の軌道を異ならせることにより，ク

ランプ同士の衝突を回避し，挿入装置が互いに邪魔になることを防ぐ効果を

奏している。また，ＭＰ４ＳＳＦは，シーツ類を把持させた投入クランプが

レールに沿って上昇し，その投入クランプが拡げクランプと対向する位置に

おいてそのシーツ類を拡げクランプに受け渡し，その後投入クランプがレー

ルに沿って同一のレール上を下降するという，本件発明とほぼ同一の構成を

採用し，昇降作動する投入クランプを用いることでシーツ類を引きずること

なく高く持ち上げるという本件発明と同一の課題を解決している。さらに，
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このような課題は，ブラウン・アルファにおいても解決されている。 

  これらの公知技術と本件発明との相違点は，構成要件Ｊの「当該位置が，

前記昇降手段の少なくともいくつかについて前記コンベヤベルトの正面側端

部の中央と対向する位置からずれており，」の点であるが，投入クランプ同

士の衝突防止のためにそれぞれの投入クランプの軌道をずらしていることは，

単なる設計事項というべきわずかな相違にすぎない。よって，本件発明は，

これらの公知技術の改良発明にすぎず，仮に，控訴人製品が本件発明の技術

的範囲に属するとしても，控訴人製品における本件発明の寄与は極めて小さ

いというべきである。」 

 原判決５４頁１６，１７行目の「①特許２８２７１５７（乙３７）」を

「①特許２８２７１７５（乙３７）」と改め，同頁２０行目末尾に「よって，

仮に，これらの特許と本件特許の寄与率が同じであったとしても，本件特許

の控訴人製品全体に対する寄与率は，２％以下（１０％÷６＝１．６６

６％）であるというべきである。」を加え，改行の上，さらに次のとおり加

える。 

 

②，③，⑥，⑦，⑧及び⑫の各特許に係る発明が実施されており，これら

の特許権の全てを侵害したとしても，それにより生じた損害の額は，製品

の利益×販売台数を上回ることはない。そうすると，これらの特許権のう

ち本件発明に係る本件特許権一つのみを侵害した場合には，損害額は利益

額の６分の１に限られるというべきである。」 

第３ 当審における当事者の主張 

１ 本件発明に係る特許の無効（この主張は，原判決「事実及び理由」第２の２

ものであ

る。） 

 （控訴人の主張） 
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 無効理由１ 

  本件発明に係る，本件特許の特許請求の範囲の請求項１（以下，単に「請

求項１」という。）には，以下のとおり不明瞭な記載があるから，特許を受

けようとする発明の構成に欠くことができない事項のみを記載したものとは

いえず，旧特許法３６条５項及び６項の要件を具備しない。よって，本件発

明に係る特許には同法１２３条１項４号に該当する無効理由がある。 

ア 「フラットワーク物品」との記載（以下「記載１」という。）は，本件

明細書にその用語の定義や説明がなく，一般的な用語でも技術用語でもな

いから，技術常識及び発明の詳細な説明の記載を参酌しても明確ではない。 

イ 「該装置はコンベヤベルトからなり」との記載（以下「記載２」とい

う。）は，該装置がコンベヤベルトそのものであるとの意味であるが，請

求項１や発明の詳細な説明に該装置が「延伸装置」等のコンベヤベルト以

外の部位を備えると記載されていることと矛盾する。 

ウ 「コンベヤベルトの正面側端部」との記載（以下「記載３」という。）

は，「正面側端部」が「正面側にある端部」と「正面の側端部」のいずれ

の意味であるのか，あるいは両方を意味するのか把握することができず，

本件発明に係る装置における対応部位を特定することができない。 

エ 「延伸装置」との記載（以下「記載４」という。）は，「延伸」の語か

らフラットワーク物品をより薄くより長くなるように引き延ばすとの意味

と，単にフラットワーク物品を広げたり開いたりするとの意味のいずれも

が想起でき，「延伸」がいかなる技術的意義を有するのか理解し難く，発

明の詳細な説明や図面の記載を参酌しても，「延伸装置」の機能，目的，

作用を把握することができない。 

オ 「前記コンベヤベルトの反対側のレール手段」との記載（以下「記載

５」という。）は，「レール手段」が何に対して「前記コンベヤベルト」

と反対側にあるのかが記載されておらず，発明の詳細な説明や図面の記載
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を参酌しても，「レール手段」の位置を理解することができない。 

カ 「前記コンベヤベルトの正面側端部の中央と好ましくは反対側の地点か

ら延長した位置」との記載（以下「記載６」という。）は，「前記コンベ

ヤベルトの正面側端部」が示す部位が不明瞭であり，「反対側」が何に対

して反対側であるのかや「延長」の向きも記載されておらず，その位置を

明確に特定することはできない。 

キ 「フラットワーク物品の上端部が延伸され」との記載（以下「記載７」

という。）は，「フラットワーク物品」の意味や本件発明に係る装置にお

ける「延伸」の意味が不明であるから，不明確である。 

ク 「フラットワーク物品と接触するのに適しており」との記載（以下「記

載８」という。）は，適しているか否かの判断基準が請求項１にも発明の

詳細な説明にも記載されていないから，不明確である。 

ケ 「コンベヤベルトの正面側端部の中央と対向する位置」との記載（以下

「記載９」という。）は，「コンベヤベルトの正面側端部」が示す部位が

不明瞭であり，発明の詳細な説明や図面にも，上記「位置」を明確に特定

するための記載はないから，意味が不明である。 

コ 「操作位置より実質的に高い位置」との記載（以下「記載１０」とい

う。）は，「実質的に」が「高い位置」をどのように限定しているのかを

理解することができず，発明の詳細な説明や図面の記載を参酌しても，そ

の位置を明確に把握することができない。 

 無効理由２ 

  のとおり，請求項１には，本件明細書の発明の詳細な説明及び図面

の記載を参酌しても不明瞭な記載があるから，発明の詳細な説明には，本件

発明に係る装置の各構成について，その定義や，いかなる範囲の態様が該当

するのかについて，また，各構成が本件発明の目的・作用に照らしてどのよ

うな技術的意義を有するのかについて，当業者が理解できる程度の記載がな
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いというべきである。 

  そうすると，本件明細書の発明の詳細な説明は，当業者が容易に本件発明

の実施をすることができる程度に発明の目的，構成及び効果を記載したもの

ではなく，旧特許法３６条４項の要件を具備しないから，本件発明に係る特

許には同法１２３条１項４号に該当する無効理由がある。 

 無効理由３ 

  本件発明は，本件特許の実際の出願前に頒布された刊行物である欧州特許

公開公報ＥＰ０５２３８７２Ａ１（以下「乙６７文献」という。）に記載さ

れた発明であり，特許法２９条１項３号に該当する。 

  また，本件発明は，乙６７文献と，欧州特許公開公報ＥＰ０３３９４３０

Ａ１（以下「乙６９文献」という。），特開昭６２－２１１１００号公報

（以下「乙７１文献」という。）及び実開平３－１１４１９７号公報（以下

「乙７２文献」という。）に記載された発明に基づいて当業者が容易に発明

をすることができたものであり，特許法２９条２項に該当する。 

  さらに，本件発明は，本件特許の実際の出願前に，日本国内において公知

となっており，特許法２９条１項１号に該当する。 

  よって，本件発明に係る特許には，特許法１２３条１項２号に該当する無

効理由がある。 

ア 本件特許につき優先権主張の効果が生じないこと 

  本件特許の出願は，基礎明細書をパリ条約による優先権主張の基礎とし

て行われた（優先権主張日 １９９２（平成４）年１月２９日）。 

  しかるに，本件明細書と基礎明細書とを比較すると，基礎明細書には，

本件発明に係る装置における「フラットワーク物品を供給するための装

置」，「前記コンベヤベルトの正面側端部の中央と好ましくは反対側の地

点から延長した位置に移動させて離間せしめるのに適した駆動手段」，

「前記フラットワーク物品の上端部が延伸され」との特徴は記載されてお
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らず，また，本件明細書【０００７】の「コンベヤベルトの中央からずれ

ていることによって達成される。昇降手段をジョイント（すなわち，中間

点）まで持ち上げないことにより，この領域でのスライド間の衝突の危険

性が除去される。」との効果及び請求項１における「操作位置より実質的

に高い位置」の意義も，基礎明細書には記載されていない。 

  さらに，基礎明細書には，本件明細書【００１９】の「スライド１６は，

クランプ１０をわずかに通過するまで移動するが，同時にクランプ１０が

シリンダー２０によって閉じられる。」という点，「これにより，クラン

プ１０は，２２で示される位置，すなわちコンベアベルト５からわずかに

離れた位置でフラットワーク物品を掴む。」という点，及び「クランプ１

０によりしっかりと把持されているフラットワーク物品２１はクランプ１

７から解放される。」という点に対応する記載，すなわち，どのようにク

ランプ１７，１８に取り付けた洗濯物がどのような状態でクランプ１０，

１１に受け渡されるかについての記載に相当する記載はなく，請求項１の

「前記一対のキャリッジが，昇降手段のいずれかと対向する位置において

フラットワーク物品と接触するのに適しており，」という記載がない。 

  加えて，本件発明の構成要件Ｅがカーテン展開方式を含むとすれば，基

礎明細書にはかかる展開方式の記載もない。 

  そうすると，本件発明と基礎明細書に記載された発明とは同一ではない

から，本件発明に，基礎明細書を基礎とするパリ条約による優先権主張の

効果は生じない。よって，本件発明の新規性，進歩性の判断基準時は，本

件発明に係る特許の実際の出願時（平成５年１月２８日）である。 

イ 本件発明が乙６７文献に記載された発明（以下「乙６７発明」とい

う。）であること 

  本件特許の実際の出願前に頒布された刊行物である乙６７文献には，

「布製品送出器 sheet feed apparatus」と「コンベヤ conveyor」からな



 22 

る「布製品展開器 the sheet spreader」が記載されている。 

  そして，同文献には，布製品が，布製品展開器において互いに隣接して

設けられる複数の「挿入部材（セットステーション） loading 

stations」の「挿入位置Ａ loading position A」において「クリップ手

段 clipping means」に吊されて「引き渡し位置Ｂ transfer position 

B」に向けて昇り，同位置にて，水平方向に直線状に延びる軌道上を移動

する「展開器キャリッジ carriages」に取り付けられた「クランプ 

clamps」に移され，クランプに掴まれた布製品が展開器の軌道に沿って展

開された後，コンベヤを経てアイロン掛け装置に運ばれることが記載され

ている。 

  さらに，同文献には，挿入位置Ａを人間工学的な理由によって調節でき

ること，上記装置の目的，効果として，複数の操作者を効果的に配置する

ことができるような布製品の取り付け位置を設けること，布製品をクラン

プへ高速に引き渡し，布製品を高速で展開することが記載されている。 

  そうすると，乙６７文献に記載された装置は本件発明の構成を全て有す

るから，本件発明は乙６７発明と同一である。 

ウ 本件発明が乙６７発明及びその他の公知文献から容易に想到し得たもの

であること 

  仮に，乙６７文献には「昇降移動自在のスライド」が明記されていない

ことなどから，本件発明と乙６７発明との間に微差があったとしても，乙

６７文献に記載された装置の目的や機能を変えずにその細部を変更するこ

とは，当業者にとって技術的に困難なものではない。また，本件発明の目

的や効果は，乙６７文献に記載された範囲内にあり，しかも，下記のよう

な乙６９文献，乙７１文献及び乙７２文献の記載によれば，業務用洗濯装

置にとって一般的なものにすぎない。 

  よって，本件発明は，乙６７発明と，乙６９文献，乙７１文献及び乙７
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２文献のいずれか１以上に記載された発明に基づいて，当業者が容易に想

到し得たものである。 

 乙６９文献 

  乙６９文献には，洗濯物をしわ伸ばし機に送るための駆動式コンベヤ

を備えた装置が記載されており，同装置は，長い洗濯物を比較的容易な

方法で，あるいは簡単な手段で吊すことを課題の一つとし，送り装置に

設けられた載物台によって洗濯物を自由に懸垂させることでこの課題を

解決している。 

 乙７１文献 

  乙７１文献には，ランドリー機械のスプレッダー，フィーダ等に適用

される布片の展開方法とその展開装置が記載されており，従来技術の問

題点として，アイロン装置又はその補助装置前でのリネンの展開作業が

作業者にとって重労働であることが記載され，発明の効果として，矩形

布を自動的に展開し，布片の相隣接する角を保持してコンベヤで搬送す

ることによって上記問題点等を解決することが記載されている。 

 乙７２文献 

  乙７２文献には，布の自動皺伸装置が記載されており，同装置におい

てメッシュベルトの内側に真空ポンプに接続された吸気箱があり，これ

により布がメッシュベルトに吸着されること，同装置では自動的に布の

皺伸ばしを行い，同装置をアイロン掛けの前処理に用いることにより，

労力の軽減とスピードアップが図られることが記載されている。 

エ 本件発明が本件特許の出願前に公知の技術であったこと 

  被控訴人イエンセンは，１９９２（平成４）年６月１１日から同月１６

日までの間に開催された第１４回国際クリーニング機器展「ＥＮＴＥＸ’

９２」において，本件発明の実施品であるＪＥＮＦＥＥＤ ＬＯＧＩＣを

公開しており，本件発明は，同展示会を視察した控訴人従業員の日本への
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帰国により，本件特許が実際に出願された平成５年１月２８日の以前に，

日本国内において既に公知となった。 

 無効理由４ 

  本件発明は，乙７１文献，１９９１年１２月２３日付け日本クリーニング

新聞（以下「乙４７文献」という。），「ＢＲＡＵＮ社製ＡＬＰＨＡ１２０

０，Ｓｐｒｅａｄｅｒ／Ｆｅｅｄｅｒシリーズ ＭＰ４ＳＳＦ型装置カタロ

グ」（以下「乙４８文献」という。），米国特許公報ＵＳ４９６７４９５号

（以下「乙７８文献」という。），米国特許公報ＵＳ４１０６２２７号（以

下「乙７９文献」という。）及び実開平１－１３８３９８号公報（以下「乙

８０文献」という。）に記載された発明に基づいて当業者が容易に発明をす

ることができたものであり，特許法２９条２項に該当する。 

  よって，本件発明に係る特許には，特許法１２３条１項２号に該当する無

効理由がある。 

ア 乙７１文献に記載された発明（以下「乙７１発明」という。）の内容 

  乙７１文献には，「矩形布片の１端部を保持して吊り下げる第１工程と，

第１工程で吊り下げられた布片の最下端部を保持する第２工程と，第１及

び第２工程で保持した保持点の一方を吊り上げ，他方の保持点に隣接する

端部を保持する第３工程と，第１及び第２工程での保持点の一方を解放す

る第４工程とを具備したことを特徴とする布片の展開方法。」（特許請求

いる。 

  乙７１文献の記載内容と本件発明とを対比すると，乙７１文献には，①

本件発明の構成要件Ｃのうち，リネンＳが次工程へ搬送される位置が「該

コンベヤベルトの正面側端部」であること，チャック１２０及び１２４が

走行するレールが「前記コンベヤベルトの長手方向を横切って」走行する

こと，②同構成要件Ｅのうち，チャック１２０及び１２４がリネンＳを展

開した位置が「当該キャリッジを前記コンベヤベルトの正面側端部の中央
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と好ましくは反対側の地点から延長した位置」であること，③同構成要件

Ｆのうち，チャック１２０及び１２４の配置が「該延長した位置でクラン

プがコンベヤベルトの中央に関して対称に位置づけられ（た）」配置であ

ること，④同構成要件Ｇのうち，リネンＳの搬送先が「コンベヤベルトの

正面側端部」であること，⑤同構成要件Ｊの全て，についての記載がない

ものの，その余の本件発明の構成は全て記載されている。 

イ そして，上記①ないし⑤に係る本件発明の構成は，次のとおり，乙４７

文献，乙４８文献，乙７８ないし８０文献（以下「乙４７文献等」とい

う。）のいずれかに記載されている。 

 上記①及び④の構成について，乙４７文献，乙４８文献，乙７８文献

及び乙７９文献には，「コンベヤベルトの正面側端部」において洗濯物

が移動すること，コンベヤベルトを備える送出装置において，乙７１発

明のチャック１２０及び１２４に相当する把持部分がコンベヤベルトの

長手方向を横切るレールに設けられていることが記載されている。 

 上記②の構成について，乙７９文献及び乙８０文献には，乙７１発明

のチャック１２０及び１２４に相当する把持部分が，リネンを保持した

後にレールの中央すなわちコンベヤベルトの幅方向の中央の位置からレ

ールの端部に延長する向きに互いに遠ざかることが記載されている。 

 上記③の構成について，乙７９文献及び乙８０文献には，洗濯物の展

開が完了した時点で，洗濯物の把持部分が，装置の正面に向かって見れ

ばレールの中央すなわちコンベヤベルトの幅方向の中央の位置から対称

にあることを示している。 

 上記⑤の構成について，乙７９文献には，乙７１発明のチャック１２

０及び１２４に相当する把持部分が，レールの端の方すなわちコンベヤ

ベルトの幅方向の端に寄った位置で洗濯物を受け取ることが記載されて

いる。 
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ウ 乙７１発明の展開方法を用いた展開装置を用いる場合には，必ず，この

展開装置から次の工程にリネンＳを送る送出装置が必要となるところ，乙

７１文献には，このような送出装置がベルトコンベヤを有することが記載

されているから，乙４７文献等に記載された洗濯物の展開・送出装置は，

乙７１文献に記載された送出装置に相当する。 

  したがって，乙７１発明の展開装置に必要となる送出装置を設計しよう

とする当業者からすれば，乙４７文献等に記載された上記①ないし⑤に係

る本件発明の構成は，いずれも送出装置の構成として容易に適用可能なも

のである。 

  そして，洗濯物が床から離れた状態で展開され，ベルトコンベヤ上に移

送されることによる作業効率の向上という本件発明の効果をもたらすのは，

低い位置にある挿入クランプから機械的にこれより高い位置にある拡げク

ランプに洗濯物が移動し，機械的に洗濯物が展開されるという手段によっ

てであるところ，乙７１発明もかかる手段を備えているから，乙７１発明

に上記①ないし⑤に係る本件発明の構成を付加することによって，当業者

の意図しない顕著な効果が生じることもない。 

  よって，本件発明は，乙７１発明及び乙４７文献等に記載された発明に

基づいて当業者が容易に発明をすることができる。 

（被控訴人らの主張） 

 時機に後れた攻撃防御方法の申立て 

  控訴人の主張する本件発明に係る特許の無効理由は，いずれも原審の初期

段階において主張することが可能だったものであり，このような主張を許せ

ば訴訟経済を著しく害することとなる。 

  よって，これに関する主張立証は，いずれも時機に後れた攻撃防御方法に

当たり，却下されるべきである。 

 無効理由１について 
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  当業者が請求項１の記載を見れば，仮に個々の用語に多少不適切な部分が

あったとしても，同請求項全体の構成，本件明細書の他の記載や図面により，

その意味を容易に理解することができるのであって，誤解することはあり得

ない。よって，請求項１の記載が旧特許法３６条５項及び６項の要件を満た

さないとはいえない。 

ア 記載１について，当業者にとっては，「フラットワーク物品」との用語

が平たい洗濯物を意味することは自明であり，「アイロンローラなどの洗

濯処理ユニットへフラットワーク物品を供給するための装置」との説明か

らも，この装置の処理対象がシーツ，テーブルクロス，ベッドカバーなど

の平たい洗濯物であることを理解することができる。 

イ 記載２について，「なり」が記載されている構成要件だけでなくその後

に続く全ての構成要件が本件発明の構成要件であることについて，特許実

務家や当業者が誤解することはない。 

ウ 記載３について，請求項１の記載の全体を見れば，「コンベヤベルトの

正面側端部」は，フラットワーク物品が延伸装置からコンベヤベルトに移

動する場所として示されているのであるから，「コンベヤベルトの（装置

の）正面側の端部」のことであることは，当業者にとって明らかである。 

エ 記載４について，本件発明に係る延伸装置では，フラットワーク物品の

上端の両隅をクランプで挟んで吊り下げてたるんだ状態から，クランプが

延伸レール上を相互に反対方向に走行することで上端が張るようにするこ

とを「延伸」と表現し，その結果，フラットワーク物品全体が展張される

のである。これらの点について当業者が誤解することはあり得ない。 

オ 記載５は，請求項１の記載を見れば，複数の挿入装置が延伸装置のレー

ル手段を挟んでレール（コンベヤベルト）と反対側にあることを意味して

いることを容易に理解することができる。このことは，発明の詳細な説明

や実施例の図を見れば，さらに自明である。 
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カ 記載６は，駆動手段によって一対のキャリッジが離間したレール上の位

置が，当該コンベヤベルトの正面側の端部の中央とほぼ対向する点を中心

として両側に距離を置いた位置になることを説明するものであり，「反対

側」が「対向」という意味も有していることや，フラットワーク物品がコ

ンベヤベルトに移るときのセンタリングを意識した記載であることからす

れば，記載６の意味は当業者には自明である。 

キ 記載７について，「フラットワーク物品」及び「延伸」の意味が上記ア

及びエのとおり明確である以上，この記載が全体として不明瞭であるとい

うことはできない。 

ク 記載８について，「接触するのに適」するとは，レール上の一対のキャ

リッジはフラットワーク物品と接触していないとこれを受け取ることがで

きないことから，これを受け取ることができる位置に移動することができ

るようになっているという意味であり，不明瞭な点はない。 

ケ 記載９について，「コンベヤベルトの正面側端部」の意味が明確である

ことは前記ウのとおりであるから，記載９は不明瞭ではない。 

コ 記載１０について，本件発明の解決すべき課題に照らせば，作業員がフ

ラットワーク物品を通常の作業位置で挿入できる高さは「操作位置より実

質的に高くない位置」であるのに対し，作業員の作業位置として高すぎて

作業が困難又は不可能な位置は「操作位置より実質的に高い位置」という

ことになるから，不明瞭な点はない。 

 無効理由２について 

  請求項１の記載に不明瞭な点はなく，本件明細書の記載も，これと同様で

あるから，実施可能要件を具備しないとはいえない。 

 無効理由３について 

  パリ条約に基づく優先権が認められるための要件である，第二国出願に係

る発明と第一国出願に係る発明との間の発明の同一性は，第二国出願の発明
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と実質的に同一と認められる発明が第一国出願に記載されていれば足りる。

そして，本件明細書と基礎明細書の記載全体を見ると，控訴人が基礎明細書

に記載がないとする本件発明の構成について，基礎明細書には実質的に同じ

記載があり，本件発明と実質的に同一の発明が基礎明細書に含まれているか

ら，本件特許出願に係る優先権主張が無効とされることはない。 

  よって，優先日後に頒布された乙６７文献の存在を理由に，本件発明の新

規性や進歩性は失われない。 

 無効理由４について 

  本件発明の特徴・新規性は，複数の挿入装置が昇降手段を備え，かつフラ

ットワーク物品の受け渡し場所が中央の一箇所に集中せず，受渡しをそれぞ

れの昇降手段の位置で行うことにある。 

  しかるに，控訴人が挙げる先行文献に記載の発明は，下記のとおり，いず

れも本件発明の上記特徴を含むものではないから，当業者がこれらの発明を

どのように組み合わせても，本件発明に容易に想到できたとすることはでき

ない。 

ア 乙７１発明は，フラットワーク物品の一つの角をクランプに挿入させれ

ば，他の角も掴持され，当該フラットワーク物品を自動的に広げることが

できるというものである。しかしながら，同発明に係る装置は本件発明の

扱う装置と大きく異なり，挿入装置自体を有しておらず，本件発明の特徴

に関連するような構成を一切有していない。 

イ 乙４７文献及び乙４８文献に記載されたＭＰ４ＳＳＦと本件発明との相

違点は，前者が４つの挿入手段からのフラットワーク物品の受渡しを延伸

レール中央に集中しているのに対し，本件発明では各昇降手段の位置で行

っている点にあるが，かかる相違は本件発明とブラウン・アルファとの間

にも認められるものであり，本件発明がブラウン・アルファに対して進歩

性を有する以上，ＭＰ４ＳＳＦとの間の上記相違点に係る本件発明の構成
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にもこれと同様に進歩性が認められる。 

ウ 乙７８文献には，フラットワーク物品を直接クランプにセットするタイ

プのフィーダーに関するもので，バキュームを用いてクランプからコンベ

ヤベルトにフラットワーク物品を受け渡すことが示されている。 

  しかし，乙７８文献の装置は挿入装置を備えておらず，本件発明の新規

性・特徴に係る構成を一切有していない。すなわち，乙７８文献に係る発

明は，本件発明の新規性・特徴とはおよそ無関係な発明である。 

エ 乙７９文献は，フラットワーク物品を直接クランプにセットするタイプ

のフィーダーに関するもので，左右にある一対のクランプが一度中央に移

動し，その後左右に展開することが示されている。乙８０文献も，同様に

フラットワーク物品を直接クランプにセットするタイプのフィーダーに関

するもので，フラットワーク物品を掴持したクランプが中央まで移動した

ときに駆動ベルトに取り付けてあるドグによりロックが外され，そこから

左右展開に動きが切り替わることが示されている。 

  しかし，両文献に係る装置は，ともに挿入装置を備えておらず，本件発

明の新規性・特徴に関連する構成を一切有していない。すなわち，乙７９

文献及び乙８０文献に係る発明は，本件発明の新規性・特徴とはおよそ無

関係な発明である。 

２ 平成２４年３月から平成２５年１月２８日までの控訴人製品の販売に係る被

控訴人らの損害 

 （被控訴人らの主張） 

 控訴人製品の販売台数 

  平成２４年３月から平成２５年１月２８日までの間の控訴人による控訴人

製品の販売台数は，控訴人製品１及び２が２２台（国内向け１１台，海外向

け１１台），控訴人製品３が４台（全て国内向け）の合計２６台である。 

 被控訴人イエンセンの損害 
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センに生じる損害の額は，控訴人製品１台当たり６５万円として，６５万円

×２６台＝１６９０万円である。 

 被控訴人プレックスの損害 

  上記期間において控訴人製品１及び２に対応する被控訴人製品１ないし３

（被控訴人製品４の販売はない。）を販売することにより得られた１台当た

りの平均利益額は，３６０万８５００円である。 

  また，上記期間において控訴人製品３に対応する被控訴人製品５及び６を

販売することにより得られた１台当たりの平均利益額は，４９２万９８０７

円である。 

  そうすると，被控訴人プレックスが特許法１０２条１項に基づいて請求す

ることができる額は， 

  控訴人製品１及び２の販売による損害として，３６０万８５００円×２２

台＝７９３８万７０００円 

  控訴人製品３の販売による損害として，４９２万９８０７円×４台＝１９

７１万９２２８円 

 の合計９９１０万６２２８円である。 

（控訴人の主張） 

  上記期間における控訴人製品の販売台数は認め，その余の被控訴人らの主張

はいずれも否認ないし争う。 

第４ 当裁判所の判断 

１ 当裁判所は，被控訴人イエンセンの請求（原請求部分）は原判決主文第１項

の限度で一部理由があるが，その余は理由がなく，その余の被控訴人らの請求

（当審において拡張した部分を含む。）は， ア，同第２項

びイの限度で一部理由があるが，その余は理由がないと判断する。 

  その理由は，次のとおり，原判決を補正し，当審における当事者の主張に対
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する判断を付け加えるほか，原判決「事実及び理由」第４の１ないし７に記載

を除く。）。 

２ 原判決の補正 

 原判決５５頁２４行目の「クランプ１０，１１の」の次に「下の」を加え

る。 

 原判決５７頁７行目冒頭から同５８頁１１行目末尾までを，次のとおり改

め，同頁１２行目の「すなわち，」を「この点，」と改める。 

 控訴人は，構成要件Ｅを満たすためには，キャリッジがまず中央部に移

動し，その上で，両側に移動するもの（中央展開方式）でなければならな

いところ，控訴人製品におけるキャリッジの移動は中央展開方式ではなく

いわゆるカーテン展開方式であるから，控訴人製品は構成要件Ｅを充足し

ないと主張する。」 

 原判決５８頁２２行目の「請求項１」の次に「記載」を加える。 

 原判決５９頁６，７行目の「カーテン展開方式を除外する」を「中央展開

方式に限定される」と改める。 

 原判決５９頁１９行目の「被告のような主張」を「控訴人の主張するよう

な解釈」と改め，同頁２５行目の「主張するが，」の次に「拡張リボン自体

は本件発明を構成するものではない以上，かかる主張は，」を加え，同頁２

６行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 

「 加えて，控訴人は，本件特許のパリ条約による優先権主張の基礎となる基

礎明細書には，中央展開方式以外の展開方式は開示されていないと主張する

が，構成要件Ｅの内容それ自体の解釈は，基礎明細書の記載内容によって左

右されるものではないから，かかる控訴人の主張も採用することができない。 

  以上によれば，構成要件Ｅのうち「前記コンベヤベルトの正面側端部の中

央と好ましくは反対側の地点から」の部分は，「延長した位置」にかかる文

言で，専らキャリッジの移動の終点が「延長した位置」であることを指すも
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のと解するのが相当であり，これとは異なり，上記「反対側の地点」がキャ

リッジの移動の起点を指すと解することを前提に，構成要件Ｅにおけるキャ

リッジの展開方式を中央展開方式に限るものということはできない。よって，

この点に関する控訴人の主張は，採用することができない。」 

 

行の上，次のとおり加える。 

「 なお，控訴人は，控訴人製品の一対のキャリッジの移動はカーテン展開方

式であると主張するのに対し，被控訴人らは，控訴人製品の一対のキャリッ

ジは布類の展張の際にいったん中央に向かって移動し，その後中央から反対

方向に移動しているから，控訴人製品の一対のキャリッジの移動はカーテン

展開方式ではないと指摘する。 

  しかるに，構成要件Ｅにおけるキャリッジの展開方式が中央展開方式に限

のとおりであるから，控訴人製品のキャリッジの展開方

式が中央展開方式に当たるかカーテン展開方式に当たるかについては，判断

を要しない。」 

 原判決６３頁２０行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 

「 次に，控訴人は，本件発明は，公知技術であるＭＰ４ＳＳＦのレールの構

成と同じものを選択したにすぎず，周回する方式を選択しなかった以上，構

成要件Ｈに周回する方式が含まれるというのは不合理であると主張する。 

  しかしながら，仮に，本件明細書の実施例におけるレールの構成がＭＰ４

が本件明細書の実施例の構成に限定されるものではない以上，これをもって，

周回する方式が構成要件Ｈから意識的に除外されたということはできな

い。」 

 原判決６４頁１行目の「という。」を「といい，作業効率の相違を裏付け

るとする証拠（乙９２，９３）を提出する。」と改め，同頁１３行目の「と
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されており，」の次に「同一の構成要件の範囲内にあると認められる具体的

な装置の構成毎の，」を加え，同頁１５行目末尾に，改行の上，次のとおり

 

 控訴人は，基礎明細書には「周回」する装置への言及は一切ないと主張

するが，構成要件Ｈの内容それ自体の解釈が基礎明細書の記載内容によっ

て左右されるものではないことは，構成要件Ｅに関して説示したところ

 

 原判決６８頁１５行目末尾に，改行の上，次のとおり加え，同頁１６行目

れ改める。 

 次に，控訴人は，構成要件Ｋの一対のクランプ（１７，１８）はスライ

ド（１６）を介してレール手段に沿って滑るものであると解されるところ，

控訴人製品における投入クランプ取り付けベースは滑り運動すなわち「ス

ライド」運動を行わないから，同取り付けベースは「スライド」に当たら

ない，と主張する。 

  しかしながら，「スライド」は，スライドの一対のクランプに挿入され

たフラットワーク物品を一対のキャリッジの方へ持ち上げるために昇降移

動するものであることからすれば，レール手段に沿って昇降移動する移動

体という程度の意味に解するのが相当である。 

  そして， 控訴人製品における投入クランプ取り付けベ

ース１２ｂは，車輪１２ｇを介して溝付き部材１２ａに随時接触しながら

移動していると認められるから，上記の意義の「スライド」に当たるとい

うことができる。」 

 原判決７２頁１行目の「被告の「布類整形装置」」を「控訴人代表者を特

許権者とし，発明の名称を「布類投入機における布類整形装置」とする特許

発明」と改め，同頁１１行目の「「ＳＯＮＩＣ－ＥＳ４－ＥＸ－３３」は被



 35 

告製品１に，」を「「ＳＯＮＩＣ－ＥＳ３Ｖ－ＥＸ－３３」」と，同頁１８

行目の「「ＳＯＮＩＣ－ＥＳ４－ＥＸ－３３」」を「「ＳＯＮＩＣ－ＥＳ３

Ｖ－ＥＸ－３３」」と，同頁２４，２５行目の「と主張する「ＳＯＮＩＣ－

ＥＳ４－ＥＸ－３３」」を「と主張する「ＳＯＮＩＣ－ＥＳ３Ｖ－ＥＸ－３

３」」と，それぞれ改める。 

 原判決７３頁２６行目の「アイアンローラ」を「アイロンローラ」と改め

る。 

 原判決７４頁１０行目の「などと主張する。」を「などとして，平成２２

年１０月以前に販売された控訴人製品１について，特許法１０２条１項の適

用を争い，あるいはその半数分につき損害額から控除されるべきであると主

張する。」 

 原判決７５頁７行目の「損害は発生しない，」を「損害は発生せず，また，

少なくとも，控訴人製品の販売台数のうち５０％分については損害額から控

除されるべきである，」と改め，同頁１０行目の「否定されず，」の次に

「控訴人が販売した控訴人製品の全ての台数に関して，」を加える。 

 原判決７５頁１５行目末尾に，次のとおり加える。 

「控訴人はこれを争うが，被控訴人プレックスが同期間に販売したとする８３

台（甲２７）と７１台を合わせても，同期間（３９か月）中の１か月当たり

の平均販売台数は３．９台程度であるのに対し，被控訴人プレックスは同期

間中に１か月当たり５ないし７台を販売したことがあるとされており（甲２

７），これを覆すに足りる証拠もないことからすれば，被控訴人プレックス

の実施の能力については，上記のとおり認定するのが相当である。」 

 原判決７７頁１行目の「高いのであるから，」を「高い傾向にあること，

控訴人が指摘する被控訴人プレックス全体の平均利益額は限界利益の額では

なく，さらに固定費等が控除される純利益の額であることなどからすれ

ば，」と改める。 
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 原判決７７頁６行目冒頭から同頁１３行目末尾までを，次のとおり改める。 

「ウ 控訴人は，被控訴人製品の製造販売に係る以下の各種費用が，「単位数

量当たりの利益の額」から控除されなければならないと主張する。 

 運賃荷造費について 

  計算鑑定申立書に添付された別紙１と同内容の計算表（甲１７の２）

及びその説明資料（甲１７の１。これらを併せ，以下「甲１７資料」と

いう。）には，「他経費」の内容について，「製品運送費・製品の設置

工事を行うための出張旅費・部品を仕入れる際に支払ったメーカーから

の送料」との記載があり，計算鑑定書における「他経費」もこれと同旨

であると解される。 

  そうすると，運賃荷造費については，ここにいう「製品運送費」に含

まれるというべきであり，これを覆すに足りる証拠はないから，運賃荷

造費を利益の額からさらに控除する必要があると認めることはできない。 

 販売促進費，直接販売費，交際費及び広告宣伝費について 

  直接販売費については，計算鑑定書に「イージーホーク（判決注・被

控訴人製品を指す。）を販売するための直接販売費と認められるものは

見いだせなかった。」と記載されており，他にかかる費用の発生を認め

るに足りる証拠はないから，これを利益の額から控除する必要があると

認めることはできない。 

  販売促進費，交際費及び広告宣伝費については，いずれもその支出額

を的確に認めるに足りる証拠はない上，個々の被控訴人製品の販売との

間に直接の相関関係を認めることも困難であるから，これを変動経費と

して利益の額から控除する必要があると認めることはできない。 

 従業員教育費について 

  控訴人は，被控訴人プレックスが実際の販売台数の２倍の被控訴人製

品を製造販売するためには，新たに従業員を採用する必要があり，その
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従業員教育費を利益の額から控除すべきである旨主張する。 

  しかるに，被控訴人プレックスは，被控訴人製品の製造を外部の製造

者に委託しており（計算鑑定書，甲２７），製造台数の増加に伴って，

被控訴人プレックス自身が新たに従業員を採用すべき必要性があるとい

うことはできないし，被控訴人製品の販売台数の増加によって新たに従

業員を採用する必要性があったと認めるに足りる証拠もない。 

  よって，控訴人の主張する従業員教育費を，利益の額から控除する必

要があると認めることはできない。 

 金型費について 

  被控訴人製品の製造に必要な金型の製作に要した費用は，控訴人の指

摘する製造台数の増加に伴う摩耗等の可能性を考慮しても，被控訴人製

品の販売台数の増大に伴って直ちに増大するようなものと認めることは

困難である。 

  また，被控訴人プレックスが被控訴人製品の製造を外部の製造者に委

託している ，金型の製作費については，仮に

被控訴人プレックスにおいて負担している部分があるとしても外注費と

して評価されていると考えるのが相当であり，これを利益の額からさら

に控除する必要があると認めることはできない。 

 消耗品費及び消耗工具費について 

  甲１７資料には，「材料費」の内容について，「機械を構成している

機械部品・電機部品の購入費用」と記載され，また，「外注費」の内容

については，「機械・電機部品の製作，組立を外注している費用」と記

載されている。そして，計算鑑定書における「材料費」及び「外注費」

もこれらと同旨であると解される。 

  そうすると，被控訴人製品の製造のための消耗品費及び消耗工具費に

ついては，このような材料費又は外注費として評価されていると考える
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のが相当であり，これを覆すに足りる証拠もないから，これらの費用を

利益の額からさらに控除する必要があると認めることはできない。 

 納品先での組立て，試運転，点検のための労務費について 

  甲１７資料には，「労務費」の内容について，「外注で組み立てられ

た機械を出荷前に点検・調整を行うための費用」と記載されており，計

算鑑定書における「労務費」もこれと同旨であると解すると，控訴人の

指摘する納品の際の労務費は，これに含まれないとも考えられる。 

  しかるに，「他経費」の中に「製品の設置工事を行うための出張旅

のとおりであり，計算鑑定書においてこの

ような旅費が経費として評価されているにもかかわらず，これに係る労

務費が評価されていないというのは不自然である。 

  よって，甲１７資料における上記の記載にもかかわらず，同資料や計

算鑑定書の「労務費」には控訴人の指摘する納品の際の労務費も含まれ

ているとみるのが相当であり，他にこれを覆すに足りる証拠もない。 

  したがって，かかる費用を利益の額からさらに控除する必要があると

認めることはできない。 

 ＣＥマークの取得費用を含む輸出に要する一切の費用について 

  控訴人は，欧州連合地域等に製品を輸出するために必要となるＣＥマ

ークの取得費用その他の輸出に要する費用は，利益額から控除されるべ

きであると主張する。 

  この点，弁論の全趣旨によれば，欧州連合地域等に製品を輸出するた

めにはＣＥマークの取得が必要であると認められ，この点は被控訴人製

品についても同様であるということができるものの，被控訴人製品につ

いては，実際には欧州連合地域等向けの受注がなく，ＣＥマーク取得の

ための費用の支出はされていない。そして，かかる費用は販売台数の増

加により直ちに増加する性質のものとは認められず，変動経費に当たる
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とは解し難いものの，控訴人製品の代わりに被控訴人製品を輸出してい

れば被控訴人プレックスにおいて当然に発生したであろう費用であると

考えられる。そうすると，平成２４年２月以前に欧州連合地域等向けに

販売された控訴人製品４台分（乙９１によれば，控訴人製品１が２台

（ドイツ及びノルウェーに１台ずつ），控訴人製品３が２台（ドイツ及

びポーランドに１台ずつ）であることが認められる。）に代わる被控訴

人製品の販売において直接必要な費用として，これに係る利益額から控

除するのが相当である。 

  そして，その額については，被控訴人プレックス従業員の陳述書（甲

２７）には取得に当たり２００ないし３００万円が必要であるとの記載

分で３５

３万８５００円であった旨の記載があることに照らし，３００万円をも

って相当と認める。 

  これに対し，その他の輸出に要する費用については，これを的確に算

定することのできる証拠はなく，認めることができない。」 

 原判決８０頁１０，１１行目の「限定されるところ，」を「限定されるべ

きであり，また，本件発明は公知技術の改良発明にすぎないから，控訴人製

品における本件発明の寄与は極めて小さいというべきであるところ，」と改

める。 

 原判決８０頁１９行目の「発明ではないから，」を「発明ではなく，公知

技術を参酌しても，本件発明の構成の一部に限定して侵害の有無を論じるべ

き根拠となるものではないから，」と改める。 

 原判決８１頁３行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 

「ウ 控訴人は，被控訴人製品においては，本件発明のみならず被控訴人プレ

ックスを特許権者とする複数の特許に係る発明が実施されていることから

すれば，本件特許権侵害による損害額は，利益額の一部に限られるべきで
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あると主張する。 

 この点，証拠（甲１７の１，乙４２ないし４４）及び弁論の全趣旨に

よれば，被控訴人プレックスは，少なくとも下記ａないしｆの各発明に

ついて特許を有していることが認められ，それぞれの特許に係る発明

（以下「被控訴人プレックス発明」という。）が，被控訴人製品の全機

種又は一部の機種において実施されていることがうかがわれる。 

ａ 「布類展張搬送機」（特許第３４５９３６５号） 

ｂ 「布類展張搬送機」（特許第３２０８１２０号） 

ｃ 「布類展張搬送方法及び布類展張搬送機」（特許第４１８５３５３

号） 

ｄ 「布類展張機」（特許第４０４３３４６号） 

ｅ 「布類展張方法及び布類展張機」（特許第４０４３３４５号） 

ｆ 「布類展張搬送機」（特許第５１０１９１４号） 

 上記のとおり，被控訴人製品においては，本件発明のみならず被控訴

人プレックス発明が実施されており，これらが全体として被控訴人製品

を構成しているということができる。 

  とはいえ，本件発明は，スプレッダーフィーダー装置全体の発明とし

て被控訴人製品の本質的構成をなしており，その装置としての性能や被

控訴人製品に対する顧客吸引力は，専ら本件発明に負っているというこ

とができる。これに対し，被控訴人プレックス発明は，その内容に照ら

すと，いずれも被控訴人製品において付随的に設けられている機構に関

するものにすぎず，仮にそれらの発明が実施されていないのであれば被

控訴人製品を購入しないと考える需要者がそれなりに存在すると認める

に足りる証拠もない。 

  これらに照らせば，被控訴人製品に被控訴人プレックス発明が実施さ

れていることをもって，寄与率による減額をすべき事情と認めることは
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できず，この点に関する控訴人の上記主張は，採用することができな

い。」 

 原判決８１頁４行目冒頭から同頁１５行目末尾までを，次のとおり改める。 

「  被控訴人プレックスの損害について 

  以上によれば，被控訴人プレックスの損害は，以下のとおりである。 

  控訴人は，平成２０年１２月から平成２４年２月までの間に，控訴人製

品１及び２を合計６１台販売していたところ，被控訴人プレックスが被控

訴人製品１ないし４を同一数量販売することにより得べかりし利益の額は，

１台当たり３２１万７３２７円，合計１億９６２５万６９４７円である。 

  また，控訴人は，上記期間において，控訴人製品３を合計１０台販売し

ていたところ，被控訴人プレックスが被控訴人製品５ないし６を同一数量

販売することにより得べかりし利益の額は，１台当たり４３６万８０５６

円，合計４３６８万０５６０円である。 

  これらの合計額である２億３９９３万７５０７円から，欧州連合地域等

に輸出するために必要となるＣＥマークの取得費用として３００万円を控

除した２億３６９３万７５０７円が，被控訴人プレックスの損害と推定さ

れ，この推定をさらに覆すに足りる事情はない。」 

 原判決８２頁１２行目から同頁２２行目までを，次のとおり改める。 

「 他方，海外向けに販売された控訴人製品１３台分について，民法７０９条

に基づく損害賠償請求の要件事実である違法行為と損害の発生との間の相当

因果関係の立証があるかどうかを検討すると，被控訴人イエンセンは附帯控

訴状において，被控訴人製品と競合する製品を製造販売する業者は控訴人の

ほかには１社しかなく，当該１社も被控訴人イエンセンから実施権を得て同

種製品を製造販売していると指摘するものの，これを裏付ける的確な立証は

なく，控訴人製品や被控訴人製品と海外の市場において事実上競合する可能

性のある製品の有無については，定かではないといわざるを得ない。また，



 42 

控訴人製品の海外向け販売に必要な諸条件等についても明らかではない。 

  そうすると，被控訴人イエンセンの損害に関する限り，控訴人製品の販売

がなかったならば被控訴人プレックスが被控訴人製品を同一数量販売するこ

とができ，被控訴人イエンセンが対応する実施料を取得することができたと

の立証があったということは困難である。 

  これに対し，被控訴人イエンセンは，被控訴人らのそれぞれ毎に異なる事

実を認定することの不自然さや，独占的通常実施権を設定した特許権者につ

いて特許法１０２条３項の適用を認めることとの不均衡を指摘する。しかし

ながら，立証責任の所在が異なる以上，同一手続内であっても証拠関係によ

り結果的に当事者毎に異なる認定となることは特段不自然なことではないし，

特許権者は，独占的通常実施権を許諾した場合であっても，第三者への実施

許諾権限自体を喪失するものではないことからすれば，専用実施権の許諾の

場合と比較して，特許法１０２条３項の適用の可否に差が生じることはやむ

を得ないものである。」 

３ 当審における当事者の主張について 

 本件発明に係る特許の無効について 

ア 時機に後れた攻撃防御方法の申立てについて 

  被控訴人らは，控訴人の主張する本件発明に係る特許の無効理由の主張

及び立証は，時機に後れた攻撃防御方法の提出に当たり，却下されるべき

であると申し立てた。 

  しかるに，控訴人の上記主張については，いずれもその当否を直ちに判

断することができるものであるから，これにより本件訴訟の完結を遅延さ

せることとなるものと認めることは困難である。よって，これらの主張及

び立証を却下することなく，その当否について判断することとする。 

イ 無効理由１について 

  控訴人は，本件発明に係る請求項１には不明瞭な記載があるから，請求
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項１は旧特許法３６条５項及び６項の要件を具備していないと主張する。 

  しかしながら，控訴人が指摘する請求項１中の記載がいずれも不明瞭で

あるということはできないのは以下のとおりであるから，これを理由に本

件発明に係る特許の無効をいう控訴人の主張は，採用することができない。 

 記載１について 

  控訴人は，本件明細書には「フラットワーク物品」の定義や説明がな

く，この語は一般的な用語でも技術用語でもないと主張する。 

  この点，「フラットワーク」は英語の“flat work”を片仮名表記し

たものであり，「フラット」は「平らな」，「ワーク」は「作業」や

「加工」という意味を観念できる外来語として，いずれも我が国におい

て一般的に知られた語であると認められる。 

  そして，洗濯業界においては，ロール式アイロンで処理するシーツや

テーブルクロス，布団カバーなどのような平たい洗濯物は「平物」と呼

ばれていること（甲２２），本件発明における「フラットワーク物品」

は「アイロンローラなどの洗濯処理ユニット」に供給されるものである

ことからすれば，本件発明に係る技術分野の当業者は，「フラットワー

ク物品」が「平物」，すなわち，ロール式アイロンで処理するシーツ等

の平たい洗濯物を指すことを，極めて容易に理解することができるとい

うべきである。 

  よって，記載１が不明瞭であるとの控訴人の上記主張は，採用するこ

とができない。 

 記載２について 

  控訴人は，「該装置はコンベヤベルトからなり」との記載が，本件発

明に係る装置がコンベヤベルト以外の部位を備えるとの記載と矛盾する

と主張する。 

  しかるに，「該装置」が「コンベヤベルト」のみならず「延伸装置」
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等のコンベヤベルト以外の機械要素を含めて構成されていることは，請

求項１の記載や本件明細書の発明の詳細な説明，あるいは図面の内容に

照らして明らかである。 

  よって，記載２があることをもって，請求項１が全体として不明瞭で

あるということはできず，控訴人の上記主張は採用することができない。 

 記載３について 

  控訴人は，「正面側端部」との記載が「正面側にある端部」と「正面

の側端部」のいずれの意味であるのか，あるいは両方の意味であるのか

把握することができないと主張する。 

  しかしながら，請求項１の「該コンベヤベルトの正面側端部において，

フラットワーク物品が，…移動することができる。」及び「フラットワ

ーク物品の上端部をコンベヤベルトの正面側端部に移動する」との記載

に照らせば，「コンベヤベルトの正面側端部」は，フラットワーク物品

の上端部がコンベヤベルトに移動する部分であるから，「コンベヤベル

トの正面側の端部」を意味することは明らかである。 

  よって，記載３が不明瞭である旨の控訴人の上記主張は，採用するこ

とができない。 

 記載４について 

  控訴人は，「延伸」は引き延ばすとの意味と単に広げたり開いたりす

るとの意味のいずれも想起できるからその技術的意義が理解し難く，

「延伸装置」の機能，目的，作用を把握することができないと主張する。 

  しかるに，本件発明に係る装置は「アイロンローラなどの洗濯処理ユ

ニットへフラットワーク物品を供給するための装置」であり，アイロン

ローラによるアイロン掛けを行うための前処理として，フラットワーク

物品を広げることを目的とするものである。そして，請求項１の「該コ

ンベヤベルトの正面側端部において，フラットワーク物品が，前記コン
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ベヤベルトの長手方向を横切って走行しかつ引き外し自在のクランプが

設けられた一対のキャリッジを有するレールからなる延伸装置から移動

することができ，…当該キャリッジを…延長した位置に移動させて離間

せしめ…該延長した位置で…前記フラットワーク物品の上端部が延伸さ

れ，フラットワーク物品の上端部をコンベヤベルトの正面側端部に移動

する」との記載に照らせば，「延伸」とは，フラットワーク物品の上端

部をコンベヤベルトの正面側端部に移動できる程度にのばしてまっすぐ

にすることをいうものと解され，「延伸装置」とは，そのための装置で

あると解することができる。 

  よって，記載４に不明瞭な点はなく，控訴人の上記主張は採用するこ

とができない。 

 記載５について 

  控訴人は，「レール手段」が何に対して「前記コンベヤベルト」と反

対側にあるのかが記載されておらず，「レール手段」の位置を理解する

ことができないと主張する。 

  しかしながら，「前記コンベヤベルトの反対側のレール手段」は，こ

れに続く「の側に」と相俟って，「挿入装置」が設けられる場所を指す

記載であり，請求項１の他の記載を考慮すると，「挿入装置」は，「前

記コンベヤベルトの長手方向を横切って走行」するレールの側に設けら

れることとなるから，ここにいう「反対側」とは，コンベヤベルトと，

上記のとおり走行するレールとが「対向する」位置関係にあることを表

すものと理解することができる。 

  よって，記載５に不明瞭な点はなく，控訴人の上記主張は採用するこ

とができない。 

 記載６について 

  控訴人は，「前記コンベヤベルトの正面側端部」が不明瞭であり，
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「反対側」が何に対して反対側であるのか及び「延長」の向きが記載さ

れていないから，記載６の「位置」を明確に特定できないと主張する。 

  しかるに，「前記コンベヤベルトの正面側端部」が不明瞭であるとは

のとおりである。そして，請求項１の「フラットワ

ーク物品が，前記コンベヤベルトの長手方向を横切って走行しかつ…一

対のキャリッジを有するレールからなる延伸装置から移動することがで

き，…前記フラットワーク物品の上端部が延伸され，フラットワーク物

品の上端部をコンベヤベルトの正面側端部に移動する」との記載によれ

ば，記載６における「延長した位置」とは，フラットワーク物品の上端

部をコンベヤベルトの正面側端部に移動できる程度にのばしてまっすぐ

にした際の，一対のキャリッジのレール上の地点を指すと理解すること

ができる。 

  よって，控訴人が指摘する各記載はいずれも明確であり，控訴人の上

記主張は採用することができない。 

 記載７について 

  控訴人は，記載７における「フラットワーク物品」や「延伸」の意味

が不明であると主張する。 

  しかるに，控訴人が指摘する上記の語がいずれも不明瞭であるとはい

のとおりであり，控訴人の上記主張は採用

することができない。 

 記載８について 

  控訴人は，「フラットワーク物品と接触するのに適しており」との記

載は，適しているか否かの判断基準が請求項１に記載されておらず不明

確であると主張する。 

  しかし，「接触するのに適して」とは，「引き外し自在のクランプが

設けられた一対のキャリッジ」がフラットワーク物品と接触しないと挿
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入装置からフラットワーク物品を受け取れないから，接触して受け取れ

るようになっているという程度の意味であって，特段不明確なものでは

ない。 

  よって，控訴人の上記主張は採用することができない。 

 記載９について 

  控訴人は，記載９における「コンベヤベルトの正面側端部」が示す部

位が不明瞭であると主張する。 

  しかし，「前記コンベヤベルトの正面側端部」が不明瞭であるとはい

上記主張は採用するこ

とができない。 

 記載１０について 

  控訴人は，記載１０における「実質的に」が「高い位置」をどのよう

に限定しているのかを理解することができないと主張する。 

  しかしながら，「操作位置より実質的に高い位置」は，本件明細書の

「本発明の目的は，…フラットワーク物品をコンベヤベルトの運ばれる

高さに持ち上げることなく挿入しうるように操作ステーションを設計で

きる可能性を有すると共に，延伸操作中フラットワーク物品が自由に垂

れ下がる可能性を有する装置を提供することである。」（【０００

４】）との記載や，「本発明によれば，横方向のレール（は）延伸され

たフラットワーク物品がキャリッジのクランプから実質的に自由に垂れ

下がることができるような高さで設けられる。」（【００１１】）との

記載に照らせば，必然的に理解することができるものである。 

  よって，控訴人の上記主張は採用することができない。 

ウ 無効理由２について 

  控訴人は，請求項１に不明瞭な記載がある以上，発明の詳細な説明には

本件発明の構成について当業者が理解できる程度の記載がなく，本件明細
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書は旧特許法３６条４項の要件を具備していないと主張する。 

  しかしながら，請求項１に不明瞭な記載があるということはできないの

は前記イのとおりであるから，このことを理由に本件明細書が旧特許法３

６条４項の要件を満たしていないとの控訴人の上記主張は，採用すること

ができない。 

エ 無効理由３について 

  控訴人は，本件発明と基礎明細書に記載された発明は同一ではないから，

本件発明には基礎明細書を基礎とする優先権主張（優先権主張日 １９９

２（平成４）年１月２９日）の効果は生じないとし，本件発明は，これに

係る特許の実際の出願（平成５年１月２８日）前に頒布された刊行物に記

載された発明と同一ないし当該発明から容易に想到することができ，さら

に，本件特許の実際の出願前に既に公知になっていたと主張する。 

 パリ条約４条Ｈは，「優先権は，発明の構成部分で当該優先権の主張

に係るものが最初の出願において請求の範囲内のものとして記載されて

いないことを理由としては，否認することができない。ただし，最初の

出願に係る出願書類の全体により当該構成部分が明らかにされている場

合に限る。」と定めている。 

  これによれば，第一国での出願に基づき第二国での出願について優先

権を主張するためには，第一国での出願に係る発明と第二国での出願に

係る発明が内容的に同一であることが必要であるものの，ここにいう発

明の同一性は，特許請求の範囲だけでなく，明細書や図面等から同一と

判断されれば足りると解される。 

  そこで，本件発明が，基礎明細書の特許請求の範囲や明細書，図面等

に照らして，基礎明細書に記載された発明と同一であるといえるかどう

かを検討する。 

 控訴人が提出した基礎明細書（１９９２（平成４）年１月２９日出願
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の，発明の名称を「例えばアイロンローラのような洗濯処理ユニットに

洗濯物を供給するための装置」とする，デンマーク王国特許局に対する

特許出願の明細書である。）の日本語訳（乙７４）によれば，基礎明細

書の特許請求の範囲には，次の記載がある。 

「１．例えばアイロンローラのような洗濯物処理装置内に洗濯物を挿入す

る装置であり，本装置は，運搬ベルトから成り，該運搬ベルトの前面

端において洗濯物が前記運搬ベルトの縦方向に走行し，かつ取り外し

自在のクリップがついた対になっているキャリッジを有するレールか

ら成り，洗濯物の角をオペレータが操作する一連の挿入装置によって

該クリップ内に挿入することができ，この挿入装置は，運搬ベルトの

反対側のレールに置かれ，該レールのキャリッジ対は駆動手段を持ち，

キャリッジ対のキャリッジを運搬ベルトの前面端のほぼ中心の点から

延長線上にある位置へと離間させるよう設計されている。ここでクリ

ップは，運搬ベルトの前面端の中心に対して対称的にあり，洗濯物の

上端を運搬ベルト正面端へ送る手段があるので，洗濯物の上端がそこ

で広げられる。 

   本装置において，レールは，運搬ベルトの前面端の前にあるクリッ

プに対して固定されている。本装置は，運搬ベルトの前端部で上側に

あるローラの下部に位置する二つの地点間で可動な装置を含む。この

可動な装置は，２つのローラを含む。２つのローラのうち１つは，運

搬ベルトの最上部の下側かつやや後方の位置と，展開される洗濯物と

わずかに接触する前に突き出した位置とから，移動できる。もう１つ

のローラは，前記ローラがある２つの地点のベルトが張るような方法

で二つの地点の間を移動できる。各手段はサクションケースを含む。

サクションケースは，下方壁，後方壁，下方壁と最初のローラの間に

ある壁で閉鎖される。運搬ベルトは，孔あきベルト又は間隔を空けて
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互いに並列する比較的幅の狭いベルトで成っている。以上の特徴を有

する装置。」 

「４．請求項１，２または３による装置であり， 

  運搬ベルトへの洗濯物の送り出しをするためのレールと手段が，オペ

レータに対して高く位置づけられ，挿入方向に上向きに傾斜して走行

している運搬レーンを含み，運搬レーンが，洗濯物をオペレータの作

業場所からクリップ対に持ちあげることで特徴づけられている。」 

  また，基礎明細書の図面（Ｆｉｇ．１及びＦｉｇ．２）は，本件明細

書の図面（図１及び図２）と同一のものである。 

 控訴人は，基礎明細書には本件発明に係る装置における「フラットワ

ーク物品を供給するための装置」，「前記コンベヤベルトの正面側端部

の中央と好ましくは反対側の地点から延長した位置に移動させて離間せ

しめるのに適した駆動手段」，「前記フラットワーク物品の上端部が延

伸され」との特徴は記載されていないと指摘する。 

  しかるに，「フラットワーク物品」が平たい洗濯物を指すことは前記

上記のとおり，基礎明細書の請求項１には，

「洗濯物処理装置内に洗濯物を挿入する装置」，「この挿入装置は，運

搬ベルトの反対側のレールに置かれ，該レールのキャリッジ対は駆動手

段を持ち，キャリッジ対のキャリッジを運搬ベルトの前面端のほぼ中心

の点から延長線上にある位置へと離間させるよう設計されている。」，

「洗濯物の上端がそこで広げられる。」との記載があり，これらの記載

は，いずれも，控訴人が指摘する本件発明に係る請求項１における上記

各記載と同旨であることは明らかである。 

  また，控訴人は，本件明細書【０００７】に記載の本件発明の効果及

び請求項１の「操作位置より実質的に高い位置」の意義が，基礎明細書

に記載されていないと主張する。 
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  しかしながら，基礎明細書の発明の詳細な説明には，「大容量を得る

ため，好ましく選ばれた設計では，挿入装置の３本の運搬レーンが平行

して置かれ，洗濯物は装置の中心点から外れたキャリッジ対と出会う場

所に送られる。このように配列することでキャリッジ対内のクリップに

渡す際，挿入装置が互いに邪魔になることが防げる。」との記載があり

（乙７４・４枚目最終行ないし５枚目３行目），この記載は，本件明細

書【０００７】の「コンベヤベルトの中央からずれていることによって

達成される。昇降手段をジョイント（すなわち，中間点）まで持ち上げ

ないことにより，この領域でのスライド間の衝突の危険性が除去され

る。」との記載と同旨であると認められる。また，基礎明細書の発明の

詳細な説明には，「レール７が高い位置に置かれることは，本装置の重

要な詳細部分である。というのは，これにより洗濯物が展開操作の間は

自由に垂れ下がることが可能となり，…」との記載があり（乙７４・６

枚目４， おいて説示したとおりの本

件明細書の記載から理解することができる「操作位置より実質的に高い

位置」の意義と同旨であると認められる。 

  さらに，控訴人は，基礎明細書には，どのようにクランプ１７，１８

に取り付けた洗濯物がどのような状態でクランプ１０，１１に受け渡さ

れるかについての記載に相当する記載や，請求項１の「前記一対のキャ

リッジが，昇降手段のいずれかと対向する位置においてフラットワーク

物品と接触するのに適しており」（構成要件Ｉ）との記載がないと主張

する。 

  しかしながら，基礎明細書の発明の詳細な説明には，「キャリッジ８

には，クリップ１０が据え付けられており，これは空気圧シリンダ２０

によって作動する。…クリップ１７には洗濯物が挿入されており，挿入

装置のレール１５に沿ったスライドの上向き移動によって，洗濯物２２
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は上に移動し，同時にシリンダ２０によって始動するクリップ１０に捕

まえられる。スライドはクリップ１０の前を通過して走行し，洗濯物が

クリップ１７から引き出され，クリップ１０が閉まった後は，さらに十

分なスペースが発生し，スライドはクリップ１０の前を通過して元に戻

る。洗濯物は，その後，２２で示された位置に移る。」との記載があり

（乙７４・７枚目下から３行目ないし８枚目５行目），この記載は，本

件明細書に記載された本件発明のクランプ１７，１８に取り付けられた

洗濯物がクランプ１０，１１に受け渡される経過と，同旨の内容を開示

していると認められる。 

  また，基礎明細書の請求項１には「取り外し自在のクリップがついた

対になっているキャリッジを有するレールから成り，洗濯物の角をオペ

レータが操作する一連の挿入装置によって該クリップ内に挿入すること

ができ，」との記載があり，かかる記載は，挿入装置とクリップの付い

たキャリッジとが，前者から後者に対して洗濯物を受け渡すことが可能

な位置関係にあることを当然の前提にしていると解されるから，本件発

明の構成要件Ｉと実質的に同旨であるということができる。 

 これに加えて，基礎明細書の請求項１及び４には，本件発明のその余

の構成についても概ね記載されていると認められること，本件明細書の

図面と基礎明細書の図面とが同一のものであり，両明細書の実施例につ

いての記載を比較しても，ほぼ同一の構成が示されていることからすれ

ば，本件発明が基礎明細書に記載された発明と同一のものであることは

優に認められるというべきである。 

  よって，本件発明に基礎明細書を基礎とする優先権主張の効果が生じ

ないことを前提に，本件発明が，本件特許の実際の出願（平成５年１月

２８日）以前であるが優先権主張日（平成４年１月２９日）以後である

１９９３（平成５）年１月２０日に頒布された刊行物である乙６７文献
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（乙６７）に記載された乙６７発明と同一であるか，同発明及びその他

の公知文献に記載された発明から容易に想到することができること，あ

るいは，平成４年６月に公知になっていたことを理由に，本件発明に係

る特許に無効理由があるとする控訴人の主張は，採用することができな

い。 

 なお，控訴人は，基礎明細書には，キャリッジ対の移動方式に関して

中央展開方式以外の展開方式や，昇降手段に関して周回する方式は開示

されていないと主張しており，これを本件発明と基礎明細書に記載され

た発明との同一性を争う主張と解したとしても，以下のとおり，控訴人

の主張する点をもって本件発明と基礎明細書に記載された発明との同一

性は否定されない。 

  すなわち，キャリッジ対の移動方式については，本件発明の「当該キ

ャリッジを前記コンベヤベルトの正面側端部の中央と好ましくは反対側

の地点から延長した位置に移動させて離間せしめるのに適した駆動手

段」との記載が，基礎明細書の請求項１における「該レールのキャリッ

ジ対は駆動手段を持ち，キャリッジ対のキャリッジを運搬ベルトの前面

端のほぼ中心の点から延長線上にある位置へと離間させるよう設計され

ている。」との記載と同旨であることは前記のとおりであること，基礎

明細書の請求項５には，「キャリッジ対は，展開動作が始まる前に一緒

にレールの中心に向かって動作するよう設計されており，」との記載が

あり（乙７４），この請求項においてはキャリッジ対の移動方式を特に

中央展開方式に限定していると解されることからすれば，基礎明細書の

請求項１の発明は，本件発明と同様に，キャリッジ対の移動方式を中央

展開方式に限定するものではないということができる。 

  また，基礎明細書の特許請求の範囲や発明の詳細な説明には，昇降手

段について，同じ軌道上を往復上下する方式に限定する旨の記載や，周
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回する方式を除外する旨の記載は認められないから，基礎明細書に記載

の発明は，周回する方式を昇降手段から除外するものではない。 

  よって，控訴人の主張は採用することができない。 

オ 無効理由４について 

  控訴人は，本件発明が，乙７１発明を主たる引用発明として当業者が容

易に発明をすることができたものであると主張する。 

 しかるに，乙７１文献（乙７１）には，「矩形布片の１端部を保持し

て吊り下げる第１工程と，第１工程で吊り下げられた布片の最下端部を

保持する第２工程と，第１及び第２工程で保持した保持点の一方を吊り

上げ，他方の保持点に隣接する端部を保持する第３工程と，第１及び第

２工程での保持点の一方を解放する第４工程とを具備したことを特徴と

片の１端部を保持して吊り下げながら搬送する第１チャックコンベアと，

第１チャックコンベアで搬送された布片をしごきながらその最下端部を

保持して搬送する第２チャックコンベアと，第１及び第２チャックコン

ベアで搬送された布片の一方の保持点を吊り上げ，他方の保持点に隣接

する端部を保持する第３チャックコンベアと，第１及び第２チャックコ

ンベアの一方の保持点を解放し，布片の相隣接する端部を保持して搬送

する第４チャックコンベアとを具備したことを特徴とする布片展開装

て，三種類のチャック１１４，１２０及び１２４並びにしごき装置１１

７及び１２１を必要とする旨が開示されている。そうすると，上記発明

は，矩形布片を展開する方式が，本件発明の「前記一対のキャリッジに

は，当該キャリッジを前記コンベヤベルトの正面側端部の中央と好まし

くは反対側の地点から延長した位置に移動させて離間せしめるのに適し

た駆動手段が設けられ，該延長した位置でクランプがコンベヤベルトの
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中央に関して対称に位置づけられ，前記フラットワーク物品の上端部が

延伸され，」との方式とは全く異なるものである。 

  したがって，乙７１発明は，矩形布片（乙７１文献の発明の詳細な説

明には，シーツ，タオル，包布等のリネンが挙げられており，本件発明

における「フラットワーク物品」に相当するものであると認められ

る。）を展開する装置である点で本件発明と共通するものの，その方式

が全く異なるものであるから，本件発明とは異質な発明であり，本件発

明と対比される発明として用いることは困難である。 

 また，本件発明の構成要件Ｈの「挿入装置（１４）が…昇降手段であ

って，互いに隣接して設けられ，フラットワーク物品を一対のキャリッ

ジ（８，９）の方へ持ち上げる複数の昇降手段からなり，」，同Ｉの

「前記一対のキャリッジが，昇降手段のいずれかと対向する位置におい

てフラットワーク物品と接触するのに適しており，」及び同Ｊの「当該

位置が，前記昇降手段の少なくともいくつかについて前記コンベヤベル

トの正面側端部の中央と対向する位置からずれており，」との各文言に

照らすと，本件発明における一対のキャリッジは，その少なくともいく

つかがコンベヤベルトの正面側端部の中央と対向する位置からずれた位

置にある複数の昇降手段とそれぞれ対向する位置において，フラットワ

ーク物品を各昇降手段から受け取るとの構成が示されていると認められ，

これによれば，該一対のキャリッジは，フラットワーク物品を各昇降手

段から受け取るため，各昇降手段と対向する位置まで移動可能であるこ

ととなる。 

  しかるに，控訴人が摘示する各引用文献は，いずれも，このような構

成を開示するものではない。 

  すなわち，

を保持するチャックとは別に，布片を該チャックの方へ持ち上げる複数
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の昇降手段からなる挿入装置を有するものではないから，これと対向す

る位置まで該チャックが移動可能との構成は導き得ない。 

  また，乙４７文献（乙４７）及び乙４８文献（乙４８）が開示するＭ

Ｐ４ＳＳＦは，一対のキャリッジが延伸レールの中央部分に位置し，洗

濯物の挿入装置である複数の昇降手段はいずれも当該中央部分に向かっ

て延び，該中央部分において洗濯物を一対のキャリッジに受け渡すもの

と認められ，一対のキャリッジ自体が昇降手段と対向する位置まで移動

可能との構成ではない。 

  さらに，乙７８文献（乙７８），乙７９文献（乙７９）及び乙８０文

献（乙８０）も，いずれも挿入装置を備えた構成を開示するものではな

く，これらの文献から，一対のキャリッジが挿入装置と対向する位置ま

で移動可能との構成を導くことはできない。 

  そうすると，控訴人が摘示する各引用文献の記載をどのように組み合

わせても，本件発明の一対のキャリッジに関する上記の構成を導くこと

はできず，また，かかる構成が，これらの文献や技術常識等を踏まえて

も，当業者にとって容易想到であるとは認められない。 

 よって，本件発明は乙７１発明等に基づいて進歩性を否定されること

はなく，この点に関する控訴人の主張は採用することができない。 

 平成２４年３月から平成２５年１月２８日までの控訴人製品の販売に係る

被控訴人らの損害 

ア 控訴人製品の販売台数 

  上記期間における控訴人による控訴人製品の販売台数が，控訴人製品１

及び２が２２台（国内向けが１１台，海外向けが１１台），控訴人製品３

が４台（全て国内向け）の合計２６台であることは，当事者間に争いがな

い（なお，乙９１によれば，上記海外向け販売分に欧州連合地域等向けの

ものは認められない。）。 
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イ 被控訴人イエンセンの損害 

  

人イエンセンは，特許法１０２条３項により実施料相当額を損害額と推定

する基礎を欠いていると解されるものの，民法７０９条の原則に従った損

害賠償を求めることができるというべきである。 

  そして，同イにおいて説示したとおりの事情によれば，被控訴人プレッ

クスは，控訴人による侵害行為がなければ，前記アの控訴人による控訴人

製品の販売台数のうち，国内向けに販売した台数と同じ数量（１５台）の

被控訴人製品を製造販売することができ，その結果，被控訴人イエンセン

は，１台当たり６５万円の実施料を取得することができたと認められる

（甲１６，計算鑑定の結果，弁論の全趣旨）。 

  そうすると，被控訴人イエンセンは，控訴人による侵害行為により，被

控訴人プレックスから合計９７５万円の実施料を取得する機会を失ったの

であるから，同額を民法７０９条に基づく控訴人の侵害行為と相当因果関

係のある損害と認めるのが相当である。 

ウ 被控訴人プレックスの損害 

 被控訴人プレックスは，上記期間において被控訴人製品１ないし３を

販売することにより得べかりし利益は３６０万８５００円，被控訴人製

品５及び６を販売することにより得べかりし利益は４９２万９８０７円

であると主張し，これを裏付ける証拠として，被控訴人プレックス従業

員の陳述書（甲２５，２７）を提出する。 

  しかるに，被控訴人プレックスが主張する上記額の相当性については，

計算鑑定人の評価を経ておらず，検討資料としての被控訴人プレックス

の会計資料なども提出されていないから，これを直ちに認めることはで

きないといわざるを得ず，計算鑑定が行われた平成２１年１月から平成

２３年１２月までの被控訴人製品の販売による利益額（ただし，平成２
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５年６月２８日付け補充鑑定書において考慮対象となっている，平成２

２年８月１０日発表のリコールに係る費用については，考慮の必要はな

いものと考える。）の限度で，被控訴人プレックスの得べかりし利益と

認めるのが相当である。 

  そうすると，計算鑑定書によれば，被控訴人プレックスが販売した被

控訴人製品１ないし３（合計４９台）全体の平均利益額は，下記のとお

り，１台当たり３３１万８５０５円となる。 

 (5,796,148＋49,514,320＋107,296,300)÷49＝3,318,505 

  また，被控訴人製品５及び６（合計１９台）全体の平均利益額は，下

記のとおり，１台当たり４４０万３０８７円となる。 

 (53,141,924＋30,516,721)÷19＝4,403,087 

 被控訴人プレックスが，被控訴人製品１ないし３を，前記アのとおり

の控訴人による控訴人製品 1及び２の販売台数と同じ数量（２２台）販

売することにより得べかりし利益の額は，合計７３００万７１１０円で

ある。 

  また，被控訴人プレックスが，被控訴人製品５及び６を，前記アのと

おりの控訴人による控訴人製品３の販売台数と同じ数量（４台）販売す

ることにより得べかりし利益の額は，合計１７６１万２３４８円である。 

  これらの合計額である９０６１万９４５８円が，被控訴人プレックス

の損害と推定され，この推定をさらに覆すに足りる事情はない。 

４ 民事訴訟法２６０条２項の申立てについて 

 被控訴人プレックスに対する申立てについて 

  

スの請求（原請求の部分）は，控訴人に対し，民法７０９条，特許法１０２

条１項に基づき，２億３６９３万７５０７円及びうち８７５０万円に対する

訴状送達の日の翌日である平成２２年５月２８日から，うち１億４９４３万
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７５０７円に対する訴え変更申立書が陳述された日の翌日である平成２４年

４月１７日から，各支払済みまで年５分の割合による遅延損害金の支払を求

める限度で理由がある。 

  そうすると，控訴人は，平成２５年１０月３日当時，被控訴人プレックス

に対し，上記損害賠償元金及びこれに対する遅延損害金の合計額として，下

記のとおり，合計２億６２５４万６１８０円の支払義務を有していたと認め

られる。 

 236,937,507＋87,500,000×0.05×(3＋129/365)＋149,437,507×0.05×

(259/366＋276/365)＝262,546,180 

  一方

同日，被控訴人プレックスに対し，２億６５７６万５７５３円を支払ってい

るところ，控訴人が，その翌日である同月４日，原判決に対する不服を理由

に控訴を提起したこと（当裁判所に顕著である。）と併せて見れば，かかる

支払は，単なる任意弁済ではなく，民事訴訟法２６０条２項の「仮執行の宣

言に基づき被告が給付した」に当たるというべきである。 

  よって，控訴人は，被控訴人プレックスに対し，同項に基づく給付したも

のの返還として，２億６５７６万５７５３円と２億６２５４万６１８０円と

の差額である３２１万９５７３円及びこれに対する上記支払をした日の翌日

である同月４日から返還済みまで年５分の割合による遅延損害金の支払を求

めることができる。 

  よって，控訴人の被控訴人プレックスに対する民事訴訟法２６０条２項に

基づく申立ては，上記の限度で理由があり，その余は理由がない。 

 被控訴人イエンセンに対する申立てについて 

  民事訴訟法２６０条２項に基づく申立ては，本案判決の変更されないこと

を解除条件とするものであるところ，補正後の原判決「事実及び理由」第４

によれば，控訴人の被控訴人イエンセンに対する本件控訴は理由がな



 60 

いから，同被控訴人に対する申立てについては，判断をしない。 

５ 結論 

 以上のとおりであり，被控訴人らの各請求及び控訴人の申立て（控訴人の

被控訴人イエンセンに対する原状回復の申立ての部分を除く。）は，次の限

度で理由があり，その余は理由がない。 

ア 被控訴人イエンセンの請求 

 原請求部分 

  民法７０９条に基づき，３７７０万円及びうち１６２５万円に対する

訴状送達の日の翌日である平成２２年５月２８日から，うち２１４５万

円に対する訴え変更申立書が陳述された日の翌日である平成２４年４月

１７日から，各支払済みまで年５分の割合による遅延損害金の支払 

 当審における請求拡張部分 

  民法７０９条に基づき，９７５万円及びこれに対する本件特許の特許

期間満了日の翌日である平成２５年１月２９日から支払済みまで年５分

の割合による遅延損害金の支払 

イ 被控訴人プレックスの請求 

 原請求部分 

  民法７０９条，特許法１０２条１項に基づき，２億３６９３万７５０

７円及びうち８７５０万円に対する訴状送達の日の翌日である平成２２

年５月２８日から，うち１億４９４３万７５０７円に対する訴え変更申

立書が陳述された日の翌日である平成２４年４月１７日から，各支払済

みまで年５分の割合による遅延損害金の支払 

 当審における請求拡張部分 

  民法７０９条，特許法１０２条１項に基づき，９０６１万９４５８円

及びこれに対する本件特許の特許期間満了日の翌日である平成２５年１

月２９日から支払済みまで年５分の割合による遅延損害金の支払 
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ウ 控訴人の原状回復の申立て 

  被控訴人プレックスに対し，民事訴訟法２６０条２項に基づき，３２１

万９５７３円及びこれに対する支払日の翌日である平成２５年１０月４日

から返還済みまで年５分の割合による遅延損害金の支払 

 したがって，原判決は，前記 イ と異なる限度で相当ではないから，本

件控訴に基づき，その限度で変更し，控訴人の民事訴訟法２６０条２項に基

づく申立ては，前記 ウの限度で理由があるからその限度で認容し，被控訴

人らの当審における拡張に係る請求は，前記 ア 及び同イ の限度で理由

があるから，本件附帯控訴に基づき，その限度でそれぞれ認容し，控訴人の

被控訴人プレックスに対するその余の申立て及びその余の本件附帯控訴は理

由がないから，いずれも棄却することとする。 

  よって，主文のとおり判決する。 
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